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（令和8年3月末現在）JA共済連の概要
名 称 全国共済農業協同組合連合会

（略称： 全共連／愛称： JA共済連）

創 立 昭和26年（1951年）1月31日

所 在 地 〒102-8630
東京都千代田区平河町2-7-9 JA共済ビル
TEL.03-5215-9100（代表）

会 員 数 639会員〈正会員590、准会員49〉
※正会員の内訳は、JA 506、県信連 31、県経済連 6、
県厚生連 33、その他連合会 12、全国連 2

総代定数 201
都道府県の区域ごとに正会員たるJAおよび
連合会から選挙される総代定数 199、
正会員たる全国連から選挙される総代定数 2

総資産

共済契約準備金

出資金

資 産 状 況

負 債 状 況

純資産状況

 58兆 4,872億円

 50兆 2,851億円

  7,553億円

生命総合共済

建物更生共済

保有契約高  69兆 8,118億円

 134兆 6,562億円

職 員 数 6,489名 一般職員 ： 5,394名
 常勤嘱託 ： 1,095名

役 員 数 経営管理委員 24名、監事 6名、
理事 10名（令和8年7月31日現在）
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環境保全／協同）
ひと（健康管理・増進／介護・福祉）
いえ（防災対策／災害救援／復興支援）
くるま（交通事故未然防止／交通事故被害者支援）
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農業を母に。
助け合いを父に。
私たちJA共済の成り立ちと使命。

それは、すべての産業の出発点である農業を母に、

人類普遍の道徳性のひとつである助け合いの理念を父とし、

地域に生きる一人ひとりの組合員の皆さまとともに、

一つひとつのくらしの安心や幸せを追求することです。

そして、70年以上にわたるJA共済の歴史は、

組合員の皆さまとJA共済との深い絆の歴史でもあります。

時代や社会がどれだけ変わっても、その絆が変わることはありません。

これからも、地域の皆さまとともに、

くらしの安心や幸せを追求していく、ひたむきに絆を深めていく。

農業を母に、助け合いを父に持つ、私たちだからこそ

いまそのことにますますの誇りを持ちたいと思うのです。

ずっとつづく、絆をつくろう。

一、 ＪＡ共済は、農業協同組合が理念とする「相互扶助」を事業活動の原点とし、常に組合員･利用者の信頼と期待に応え、
「安心」と「満足」を提供します。

一、 ＪＡ共済は、最良の保障･価格･サービスによる「ひと･いえ･くるまの総合保障」の提供を通じて、組合員･利用者の豊
かな生活づくりに努めます。

一、 ＪＡ共済は、事業活動の積極的な取組みを通じて、豊かで安心して暮らすことのできる地域社会づくりに貢献します。

JA共済事業の使命

全国共済農業協同組合連合会 編集担当 : 調査広報部事業広報グループ
JA共済連のごあんない 2026 2026年8月発行
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トップメッセージ

農業協同組合が理念とする『相互扶助』を 事業活動の原点に、
もっと安心、もっと信頼されるＪＡ共済をめざ していきます。

令和8年8月

刊行のごあいさつ

令和8年熊本地震などの自然災害により被害にあわ
れた方々に心からお見舞い申しあげます。
近年の相次ぐ自然災害により、自然災害への備えと

して保障の必要性が再認識されるなか、JA共済連では、

JA共済事業の使命を果たし、被災地域の一日も早い
復旧・復興のお役に立てるよう、引き続き事業の総力を
あげて取り組んでまいります。

はじめに

農業を取り巻く環境

令和7年度の事業概況

JA共済連は、相互扶助の理念のもと、助け合い、
支え合いながら歩みを続け、本年1月に創立75周年
を迎えました。
長きにわたり着実な事業活動を実施できましたの
も、地域に根ざした活動により築いた組合員・利用者の
皆さまとの深い絆の賜物と心より感謝申しあげます。
この節目を100周年に向けた新たなスタートと捉
え、JA共済の原点と使命を改めて胸に刻むとともに、

保障提供と地元・地域への貢献という２つの価値を両
輪として、その実践を一層強化してまいります。
JA共済は、今後いかなる環境下であっても、永続的
に組合員・利用者の皆さまに「安心」と「満足」を提供で
きるよう、万全な経営に努めるとともに、これまで
以上に「組合員・利用者本位」で業務運営に取り組ん
でまいります。
引き続きご支援を賜りますようお願い申しあげます。

むすび

令和7年度は、「令和7年度から9年度JA共済3か年
計画」の初年度として、同計画の基本方針をふまえ策
定した令和7年度事業計画に基づき、次のことに取り
組みました。
組合員・利用者の皆さまに最適な保障・サービス等

を提供するため、最新のがん治療にかかる経済的負担
に対応したがん共済の保障内容の最新化や、掛金負担
軽減に向けた生命総合共済の予定利率の引き上げなど
の仕組改訂を行いました。また、JA共済アプリおよび
Webマイページに、入院・手術共済金の請求手続をオ
ンラインで可能とする機能を導入し、契約者の利便性
向上を図りました。
JAの取り組みを後押しするため、公的機関の契約照
会業務の電子化、長期共済異動ペーパーレス手続きに

おける複数契約の同時手続きの導入等、JAの事務負荷
軽減に向けた取り組みを進めました。また、「共済事
業体制総点検運動」については、検証結果をふまえた
個別課題への対策を進めるとともに、JAにおける取り
組みの企画・支援を推進するため、JA共済連のJA支援
担当者の育成強化に取り組みました。
組合員・利用者本位の業務運営については、「組合
員・利用者本位の業務運営にかかる取組方針」に基づ
く活動の実践に取り組むとともに、令和7年8月にJA
共済連の「組合員・利用者本位の業務運営 令和6年度
取組状況」をJA共済のホームページに公表しました。
持続可能（サステナビリティ）な社会の実現に向けた
取り組みとしては、JA共済連の「サステナビリティ方
針」および共済事業として重点的・優先的に貢献すべ

き「10個の社会課題（マテリアリティ）」を公表しまし
た。責任投資においては、フードロスおよび省エネル
ギー対策を目的とする債券への投資など、気候変動
をはじめとする社会課題解決に貢献するため、ESG
投資およびスチュワードシップ活動を推進するとと
もに、これらの取り組みを体系的に整理し、「責任投
資レポート2025」を公表しました。また、「国際協同
組合年（IYC2025）」を契機に、他協同組合との連携

による取り組みを進めるとともに、「協同組合フェス
ティバル」においては「助け合いの連鎖」による地域
社会づくりのメッセージを発信しました。加えて、国
際協同組合保険連合（ICMIF）加盟団体等の自然災
害リスクの移転を支援するとともに、分散したリスク
保有の実現等をめざし、再保険子会社（Zenkyoren 
Re Limited）を設立しました。

日頃よりＪＡ共済事業をご利用いただき、厚くお礼申
しあげます。
ＪＡ共済は、「一人は万人のために、万人は一人のため
に」という「相互扶助（助け合い）」を事業理念に、「ひと・
いえ・くるまの総合保障」の提供を通じて、組合員・利用
者の皆さまが豊かで安心して暮らすことのできる地域
社会づくりをめざした取り組みを行っています。

このたび、私どもの経営方針、事業概況、財務状況
などを皆さまにわかりやすくお知らせするために、
ディスクロージャー誌「ＪＡ共済連のごあんない2026」
を作成いたしました。
本誌をご覧いただき、ＪＡ共済事業に対する一層の

ご理解を賜りますようお願い申しあげます。

日本の農業を取り巻く環境は、国際情勢の不安定化、
自然災害の頻発、人口減少と担い手不足などの構造的
課題により、依然として厳しい状況が続いています。
また、肥料・飼料・燃油など主要資材は、輸入依存度の
高さから国際市況や為替変動の影響を強く受け、価格
高騰と高止まりが長期化し、農業経営に深刻な負担を

もたらしています。
令和７年４月に閣議決定された「食料・農業・農村基本
計画」では、食料安全保障の強化（食料自給率の向上）
を柱に、担い手確保と農地の集積・集約化を推進すると
ともに、スマート農業・ＤＸ導入や農地の大区画化による
生産性向上を加速させる方針が示されています。

代表理事理事長 村山 美彦経営管理委員会会長 長谷川 浩敏
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代表理事理事長 村山 美彦経営管理委員会会長 長谷川 浩敏
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JA共済について（協同組合、JAグループの一員として）
JAは、相互扶助の精神のもとに農家の営農と生活を守り高め、よりよい地域社会を築くことを目的に、組合員の
運営参画により組織された協同組合です。JA共済は、JAグループの一員として、「ひと・いえ・くるまの総合保障」の提供
（共済事業）を中心とした活動を通じて組合員・利用者の皆さまの生活を支えています。

JAは、営農指導のほか、生産資材の共同購入や農畜産物の共同
販売、貯金の受け入れ、農業生産資金や生活資金の貸し付け、農業
生産や生活に必要な共同利用施設の設置、および万一の場合に
備える共済等の事業や活動を行っています。
JAは、農家・地域住民が組合員となって組織され、運営されてい

ます。

協同組合とは、生活をよりよくしたいと願う人たちが共通する目的のために自主的に集まり、その事業の利用を中心
としながら民主的な運営を行う、営利を目的としない組織です。
JAは、農業協同組合として、組合員の営農と生活全般を守り豊かにすることを目的に活動しています。
なお、平成28年11月に「協同組合の理念と実践」はユネスコ無形文化遺産に登録されています。

JAグループは、組合員の営農と生活全般にかかる
総合事業を展開する市町村・地域段階の「JA」と、JA
が行う各事業を効率的に実施するために組織された
都道府県・全国段階の「連合会・中央会」等が連携して
事業展開しています。

共済とは、生活を取り巻くさまざまなリスク（ケガ・
病気、火災・自然災害、交通事故など）に対して、組合員
があらかじめ一定の「共済掛金」を拠出して協同の財産
を準備し、不測の事故などが生じた場合に「共済金」
として支払うことによって、組合員やその家族に生じる
経済的な損失を補い、生活の安定を図る相互扶助
（助け合い）の保障制度です。
JA共済は、JAとJA共済連がそれぞれの役割を担い、
組合員・利用者の皆さまに「ひと・いえ・くるまの総合
保障」を提供しています。 

●JA共済の窓口です。
●組合員・利用者の皆さまの立場に立った事業
活動で皆さまの暮らしをサポートしています。

JA

●JAと一体となって、JA共済事業を運営してい
ます。

●各種の企画、仕組開発、資産運用業務や支払共済金
にかかる準備金の積み立てなどを行っています。

JA
共済連

JAマークの大きな三角形は「自然」
「大地」、小さな三角形は「人間」を表し
ています。左端の円は「農業の豊かさ」
「実り」、さらには協同の精神に基づく
「人の和」を象徴しています。

相互扶助（助け合い）
の事業理念に基づき、
生活を取り巻くさま
ざまなリスクに備える
保障を提供します。

共済事業

都道府県
段階

全国段階

市町村・
地域段階

JA都道府県
中央会

農林中金

JA信連

JA共済連

JA全中

JA経済連

JA全農 JA全厚連

JA厚生連

JA （令和8年7月1日現在）※2490

グループを代表して
農業政策の提案や
JAの組織・事業・経
営の支援、広報活
動、国際機関との連
携を行います。

代表・総合調整・
経営相談事業

農業者が生産した
農畜産物を販売する
「販売事業」や、営農や
生活に必要な資材を
供給する「購買事業」
を行います。

経済事業

組合員・地域住民に
対し、貯金・ローン・為替
などの金融サービスを
提供します。

信用事業

病院・診療所の運営や
健康診断、健康維持
活動、介護サービス
の提供を行います。

厚生事業

1,014万人組合員 （令和7年3月末現在）※1
正組合員

376万人
准組合員

638万人

※1  組合員数は、「令和6事業年度総合農協統計表」（農林水産省）によるものです。 
※2  JA数は、JA全中調査によるものです。

※  上記の協同組合原則は、国際協同組合同盟（ICA）全体総会で採択された「協同組合のアイデンティティに関するICA声明」です。

協同組合原則（世界各国の協同組合共通の運営原則）
協同組合は、自助、自己責任、民主主義、平等、公正、連
帯という価値に基づいている。正直、公開、社会的責
任、他者への配慮という倫理的な価値を信条とする。

自主・自立
組合員による民主的な管理を確保し、組合の自主性
を保持する。
教育・研修、広報
組合員ひとりひとりの参加意欲を高める。
協同組合間の協同
地域・全国、近隣諸国、国際的に相互に協同する。
地域社会への関わり
魅力的な地域づくりや地域社会の持続的な発展に
取り組む。

協同組合とは、人々が自主的に結びついた自律の団体
である。人々が共同で所有し民主的に管理する事業体を
通じ、経済的・社会的・文化的に共通して必要とするものや
強い願いを満たすことを目的にしている。

定義 価値

自主的で開かれた組合員制
加入・脱退が自由。組合の活動に参加し、事業を利用
したいと組合に加入を希望するものは加入を拒まず、
強制的に脱退させることはない。
組合員による民主的な管理
組合員それぞれが1人1票の選挙権や議決権を行使
して、民主的な方法で組合を管理する。
組合財政への参加
組合員は公平に出資して、組合の事業を利用する。

原則
第1原則

第2原則

第3原則

第4原則

第5原則

第6原則

第7原則

JA綱領 わたしたちJAのめざすもの
わたしたちJAの組合員・役職員は、協同組合運動の基本的な定義・
価値・原則（自主、自立、参加、民主的運営、公正、連帯等）に基づき
行動します。そして、地球的視野に立って環境変化を見通し、組織・
事業・経営の革新をはかります。さらに、地域・全国・世界の協同組
合の仲間と連携し、より民主的で公正な社会の実現に努めます。
このため、わたしたちは次のことを通じ、農業と地域社会に根ざ
した組織としての社会的役割を誠実に果たします。

わたしたちは、
1 地域の農業を振興し、わが国の食と緑と水を守ろう。
1 環境・文化・福祉への貢献を通じて、安心して暮らせる
豊かな地域社会を築こう。

1 JAへの積極的な参加と連帯によって、協同の成果を
実現しよう。

1 自主・自立と民主的運営の基本に立ち、JAを健全に
経営し信頼を高めよう。

1 協同の理念を学び実践を通じて、共に生きがいを
追求しよう。

JA（農業協同組合）とは

協同組合とは（協同組合としてのJA）

JAグループとは

JA共済が行う共済事業とは

JAグループの組織図
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事業活動のご報告（令和7年度以降の事業トピックス）

JA共済では、組合員・利用者の皆さま一人ひとりに寄り添った安心と満足を提供するため、ニーズを反映した
仕組みの開発やデジタル技術を活用したサービスの向上、農業・地域に貢献する取り組みなどさまざまな活動
に取り組んでいます。

JA共済では、組合員・利用者の皆さまのお宅への訪
問や電話により、コミュニケーションの強化を図ること
で、一人ひとりのライフスタイルの変化やニーズにあっ
た保障を提供するとともに、共済金をお忘れなくご請求
いただくため、３Ｑ活動を展開しています。
訪問による対面での3Q活動に加え、電話にて契約
内容の確認や生活の変化などを伺う3Qコールやオン
ライン面談など、非対面でも組合員・利用者の皆さま
とのつながりを持てる環境を整備しています。

地域密着の事業推進の実践

ライフアドバイザー（ＬＡ）は、組合員・利用者の皆さ
まの幅広いニーズに対応できる知識を持つスタッフ
で、全国で14,189名が活動しています（令和8年3月
末現在）。また、スマイルサポーターは、窓口対応や電
話応対などを通じて、組合員・利用者の皆さまへさま
ざまな情報提供、提案を行っています。
自動車損害調査サービスについては、全国で約
2,600か所のサービス拠点（事故対応窓口）と約
4,330名の損害調査サービス担当者を配置するほか

（令和7年4月1日現在）、フリーダイヤルによる事故
受付の24時間・365日対応など、契約者・利用者の皆
さまへのサービスの充実を図っています。
JA共済では、これらのスタッフの高度な知識の習
得、能力向上を図るための各種研修会を実施すると
ともに、契約者・利用者満足度調査を踏まえた改善活
動に取り組むことで、契約者・利用者対応力の強化を
図っています。

契約者・利用者の皆さまへの対応力の強化

組合員・利用者の皆さまの利便性向上に向けたデジタル活用の取り組み

JA共済では、組合員・利用者の皆さまに寄り添い、
さらなる利便性向上を図ることを目的に、AIをはじめ
としたデジタル技術を活用したさまざまな取り組みを
行っています。
令和3年4月から展開しているJA共済のデジタル

サービス「Webマイページ」および「JA共済アプリ」
では、令和7年12月より新たに「チャットボット」機能を
導入しました。これにより、いつでも気軽にお手続きに
関する問い合わせが可能となり、より便利にサービス
をご利用いただけるようになりました。
加えて令和8年4月には、少子高齢化等を背景にした
人手不足の中でも組合員・利用者の皆さまの多様化
するニーズにお応えし、一人ひとりに寄り添った保障
を提供し続けることができるよう、推進活動における
AI技術活用の第一弾として、推進を担当する職員が
AIを活用して対話練習ができる「AIロープレ」を新たに
導入しました。

AIに関する取り組みは、組合員・利用者の皆さまの
さらなる利便性向上を目指し、今後も計画的に導入を
進めてまいります。また、その推進にあたっては、AIが
持つ高度な自律性や判断プロセスの不透明性といっ
た特性をふまえ、活用ルールを定めるとともに、高い
リテラシーを持つ人材の育成に取り組むことで、組合
員・利用者の皆さまにより一層の安心をお届けできる
よう努めていきます。

JA共済では、組合員・利用者の皆さまの多様化す
るニーズに確実にお応えし、一人ひとりに寄り添っ
た保障の提案やアドバイスを行うため、公的保険・税
務の知識やライフプランに沿った保障設計のスキ
ル習得に向けて各種研修会を実施しています。
ライフアドバイザー（LA）が組合員・利用者の皆さ

まのお宅を訪問する際には、タブレット型端末機
（Lablet’s）を使い、視覚的にわかりやすく、ご契約状
況のご説明や各種情報提供を行っています。
Lablet’sの活用により、より一層組合員・利用者の
皆さまのご要望にお応えできるよう努めていきます。

ライフプランに沿った提案活動に向けた取り組み

JA共済では、組合員・利用者の皆さま一人ひとりの
ニーズにあった「ひと・いえ・くるまの総合保障」を提
供するため、毎年、組合員・利用者の皆さまや日頃推
進活動を行っているライフアドバイザー（LA）等を対
象とした生活保障に関するアンケート等を実施し、
ニーズを的確に反映した仕組みの開発を行ってい
ます。
【令和7年4月】
●入院期間の短期化や、薬物治療・在宅医療の増加
等のがん治療の変化に対する保障ニーズにお応え
するため、「がん共済」の仕組改訂を実施しました。
また、がん罹患後の収入減少に対応するため、「が
ん診断時共済掛金払込免除特則」を新設しました。
【令和8年1月】
●「自動車共済」において、自転車事故などの日常生
活に起因する事故により被った身体・財物の損害に
ついて、賠償義務者に法律上の損害賠償請求を行
う場合に必要となる弁護士費用などを保障する「日
常生活事故弁護士費用保障特約」を新設しました。

【令和8年4月】
●金利が上昇局面にある中、満期を迎えたご契約
の継続時等における資産形成ニーズに応えるた
め、「一時払養老生命共済」の新契約の引き受け
を再開しました。
●「建物更生共済」では、満期を迎えたご契約の継
続時等にまとまった資金を共済掛金の払い込み
に活用したいというニーズに対応するため、「共済
掛金振替払特約」の取扱範囲を拡充しました。ま
た、保障漏れの防止を目的として、自動保障とな
る工作物の範囲を拡充しました。

組合員・利用者の皆さまのニーズを反映した仕組みの開発

JA共済アプリは、2025年度グッド
デザイン賞 ・ Red Dot Design 
Awardをダブル受賞しました！
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保障・サービスの提供や地域貢献活動等の事業活動を実践し、JA共済の事業基盤である農業と地域社会の持続
可能性を確保します。

貢献する
主なSDGs目標

主な取り組み

健康で
豊かな生活
への貢献

ＪＡ共済は、以下に掲げる取組方針のもと積極的に事業活動を行い、SDGsがめざす社会にむけて取り組ん
でいます。

ＪＡ共済連は、農業協同組合が理念とする「相互扶助（助け合い）」を事業活動の原点とし、「ひと・いえ・くるまの総合
保障」の提供、農業者の皆さまへの保障の提供およびさまざまな「地域貢献活動（病気や事故などの未然防止と万一
の際の事後支援）」を通じて、組合員・利用者、農業従事者、地域社会を支える人びとが豊かで安心して暮らすこと
のできる地域社会づくりに取り組んでまいりました。このような取り組みの一つひとつが、サステナビリティの実践
そのものと考えています。
これからも、ＪＡ共済連は、事業理念・使命に基づいて、事業活動を通じて積極的に社会課題解決に取り組み、農業

と地域社会の持続的発展に貢献するとともに、地域社会を構成する一員としての社会的役割を果たしてまいります。

ＪＡ共済連は、事業理念・使命の実践を通じて農業と地域
社会の持続的発展を実現するため、以下の5つの重点領域
に取り組んでいきます。
【重点領域】
「保障・リスク」「農・食」「地域社会」、そしてこれらを支える
「環境」「人権」
これらの領域において10個のサステナビリティ重要課題

（マテリアリティ）を特定し、事業活動を通じて、ステークホル
ダーとともに持続可能な成長の実現に向けた取り組みを進
めていきます。

サステナビリティに関する取り組みを促進するため、
全体方針や課題等を協議する場として「サステナビリ
ティ委員会」を設置し、協議内容については理事会・経
営管理委員会の監督を受ける体制としています。

サステナビリティ委員会は、代表理事理事長を責任
者、サステナビリティ統括部署を事務局とし、関連部門
の担当理事を中心とするメンバーで構成しています。

サステナビリティの取り組み

＜サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）の特定プロセス＞
STEP1：社会課題の抽出
国際的なガイドライン（SDGs、ISO26000、GRI Standards等）
や、政府目標（成長戦略・農業政策等）などをもとに、社会課題
を抽出しました。

STEP2：優先度の高い社会課題の特定
STEP1で抽出した社会課題を「本会の事業における重要度」と
「ステークホルダー（組合員・利用者、農業従事者、地域社会を
支える人びと、協同組合等）との関連性」の2軸で評価を行い、
優先度の高い社会課題を特定しました。

STEP3 ： サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）の特定
STEP2で特定した優先度の高い社会課題を、10個のサステナ
ビリティ重要課題（マテリアリティ）に整理し、協議・決定しました。

・ 病気、ケガ、老後などに備える保障の提供
・ 健康増進に役立つ各種サービス等の提供（健診結果チェック、食事管理アプ
リや脳トレ、運動トレーニング、各種検査の優待提供など）
・ 元気な生活を送るために役立つ健康管理・増進活動、介護・福祉活動（JA共済
しあわせ健康教室、レインボー体操の普及、ちょいムズチャレンジの開催など）
・ 交通事故被害者の社会復帰支援に向けた取り組み（介助犬の育成支援、リハ
ビリテーションセンターによる社会復帰支援など）
・ 次世代を担う子どもたちの文化支援に向けた取り組み（小・中学生 書道・交通
安全ポスターコンクールの開催など）

貢献する
主なSDGs目標

主な取り組み

安全・安心を
実感できる
地域社会
づくり

・ 地震や台風などさまざまな自然災害に備える保障の提供
・ 防災･減災や早期復旧に役立つ各種サービス等の提供（ＪＡ共済アプリを通じた避
難場所マップや防災アラート機能の提供、住宅の修理・リフォーム業者の紹介など）

・ 万が一に備える防災・減災対策活動（ザブトン教授の防災教室の開催）や自
然災害にあわれた際の救援活動（災害シート・災害キットの無償配布）

・ 交通事故のない社会をめざす交通事故未然防止活動（ＪＡ共済アンパンマ
ン交通安全キャラバンの開催、自転車交通安全教室の開催など）

貢献する
主なSDGs目標

主な取り組み

持続可能な
農業への
貢献

・ 農業者の皆さまの事業・生活基盤の安定化に向けた保障の提供
・ 農業を取り巻くリスクとその備えの確認を行う農業リスク診断の実施
・ 農業者の皆さまの安全確保に向けた農作業事故未然防止活動（農作業事
故体験VRを活用した学習プログラムの展開など）

・ 地域住民の皆さまの豊かで安心して暮らすことのできる地域社会づくりに
向けた「農福連携」にかかる取組支援

貢献する
主なSDGs目標

主な取り組み

地球環境
への貢献

・ 紙使用量削減（約款のWeb化、契約手続きのペーパーレス化など）や照明・
空調によるエネルギー使用の削減など、事業活動から排出される温室効果
ガス（ＧＨＧ）の削減
・ フード・マイレージ低減に向けた「地産地消」支援の取り組み（食育イベント・
農業体験の開催支援など）

貢献する
主なSDGs目標

主な取り組み

協同で築く
持続可能な
社会

・ 国内関係団体の取り組みを通じた協同
・ 海外関係団体の取り組みへの参画
・ ICMIFアジア・オセアニア協会（AOA）事務局の運営・企画、取り組みを通じた協同
・ 上記取り組みを通じた新たな団体との関係構築

サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）

主な取り組み

サステナビリティ推進体制

JA共済SDGｓ取組方針

SDGsの取り組み

経営管理委員会

理事会

監督

執行
指
示

報
告

事業活動を通じた社会課題解決と価値創造

理念・使命

サステナビリティ方針

サステナビリティ委員会
参画

各関連部門

保障・リスク
人生100年時代への組合員・利用者の健康への貢献

地域の実態に即した災害レジリエンスの向上

高齢社会における安全・安心な移動の促進

人権
D＆Iの推進

（ダイバーシティ＆
インクルージョン）

地域社会・農業へ
貢献する人づくり

環境
地域社会・農業の脅威となる

気候変動への対応
農業を支える
環境資源の保全

責任投資の推進

地域社会
豊かで安心して暮らすことのできる地域社会づくりへの貢献

農・食
農業生産と安全・安心な食の維持・拡大への貢献

サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）
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資金運用において、運用収益を確保しつつ、気候変動をはじめとする社会課題解決への貢献を図るため、責任
投資（ESG投資・スチュワードシップ活動）の取り組みを進めており、国連が支援する責任投資原則（PRI）への署名
や、責任投資レポートの開示も行っています。

Ｄ＆Ｉの推進にあたっては、役職員一人ひとりが当事者
意識をもち、行動していくことが必要であるため、代表
理事理事長が「職員が自身の能力を最大限に発揮する
ことができる職場の実現」に向けたメッセージを発信し、
組織一丸となって取り組みを進めていきます。

代表理事理事長によるメッセージ動画

　ＪＡ共済連では、「ＪＡ共済連行動計画」に基づき女性
職員の定着と活躍に向けた取り組みを進めています。
　具体的には、働きがいや成長へのチャレンジを後押
しするため、職員自身が当事者となり、自身や職場・組
織の課題解決に向けた取り組みを検討する新たな枠組
み「Ｄ・カレッジ」を展開しています。
　また、女性特有の健康課題と仕事を両立できるよう、
法定休暇である生理休暇の取得要件の拡充や不妊治

ライフステージに関わらず、仕事と家庭を両立し、
男女ともに安心・快適に働くことができる職場環境整
備に取り組んでいます。
育児両立支援については、職員同士が相互に助け
あえる職場風土醸成に向けて、育児両立に関する全
職員のリテラシー向上に資する動画研修の実施等、
制度と風土醸成の両輪で取り組みを進めています。

　職員がこれまで培ったスキルや経験を発揮し活躍
できるようにするため、2025年４月に、定年年齢を65
歳まで延長しました。
　また、自己啓発研修コンテンツを提供し、リスキリン

　ＪＡ共済連では、人権方針において、人権を尊重す
るための基本姿勢を打ち出すことに加えて、Ｄ&Ｉ推進
の取り組みの一環として、ＬＧＢＴＱ等の性的マイノリ

※行動計画については目標値のみ抜粋

目標１：採用者に占める女性総合職の割合を40％以上
目標２：入会後10年前後経過した時点の女性の離職率を30％以下

＜女性活躍推進法に基づくＪＡ共済連行動計画＞

目標１：男女の育児休職等取得率100%
目標２：月平均の所定時間外労働を20時間未満

＜次世代育成支援対策推進法に基づくＪＡ共済連行動計画＞

JA共済連は、子育てサポート企業・
団体として「くるみん認定」を取得し
ています。

人びとが安心して暮らせる地球環境が事業活動の前提であるとの認識のもと、「環境方針」を定め、地球環境の
保全と気候変動対策の取り組みを推進しています。

組合員・利用者、農業従事者、地域社会を支える人びと、ＪＡ共済連役職員、ＪＡおよび子会社をはじめとする関連
先ならびに協同組合等に関わるすべての人びとの人権を理解・尊重するため、「人権方針」を定め、人権を尊重した
事業活動を進めています。

ＪＡ共済連は、ＪＡ共済の使命を果たすため、すべての職員が自身の能力を最大限に発揮して、健康で活き活き働
くことができる組織・職場の実現を目指しています。そのための取り組みとして、「ダイバーシティ＆インクルージョ
ン推進方針（Ｄ＆Ｉ推進方針）」を定め、ダイバーシティ＆インクルージョン（Ｄ＆Ｉ）の推進に取り組んでいます。

環境との調和

責任投資の取り組み

ダイバーシティ&インクルージョン推進

人権の尊重

代表理事理事長によるメッセージの発信

女性活躍推進の取り組み

ベテラン人材の活躍促進の取り組み

多様な人材の活躍の取り組み

ワークライフマネジメントの取り組み

結果として、令和7年度は男女ともに育休等取得率
は100％以上となっています。
また、仕事をしながら介護を両立する職員への支援
も重要なテーマであることから、介護休業や介護休暇
等については、法令で定められた水準を超えた制度
を用意し、介護両立支援を進めています。

グを促進するとともに、外部講師によるベテラン特化
型のセミナーを実施して、キャリア形成等の支援にも
取り組んでいます。

ティへの理解醸成や各職場における障がい者雇用促
進の取り組みを進めています。

療休暇など諸制度を整備するとともに、全職員を対象
に、女性の健康課題に対する理解醸成の取り組みも進
めています。

PRIは、持続可能な社会の実現を目的として、機関投
資家等がESG課題を投資の意思決定に組み込むこと
を提唱する国際イニシアティブです。
JA共済連は、2022年11月にPRIに署名しました。

責任投資原則（PRI）への署名

Ｄ・カレッジの様子

育児両立の研修動画

女性特有の健康課題に関する理解醸成動画
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JA共済連は、協同の理念に共感する人びとや国内
外の協同組合・団体と連携した社会課題解決に資する
取り組みを進めています。
令和7年は、国連により「2025国際協同組合年」

（IYC2025:International Year of Cooperatives 

責任投資レポートは、責任投資に関する取り組みを、
組合員・利用者の皆さまにより詳細にお伝えするレポー
トです。
JA共済連は、2026年2月に初めて責任投資レポート

を開示しました。

国内外の協同組合と連携した取り組み

責任投資レポートの開示

JA共済連は、世界のさまざまな協同組合とも連携
して、協同組合運動の振興に取り組んでいます。
協同組合の国際機関である国際協同組合同盟

（ICA）、およびその共済・保険部門である国際協同
組合保険連合（ICMIF）の会員として、総会や各種委
員会を通じて活動に参画するとともに、ICMIFの地
域協会であるICMIFアジア・オセアニア協会（AOA）
においては、JA共済連の代表理事理事長が会長を
務めるなど、協同組合国際機関で中心的な役割を果
たしています。

JA共済連が運営事務局を担うAOAでは、令和7年
11月、韓国・ソウルにおいて「『利用者のための組織で
あり続けるために』～2025国際協同組合年 私たち
の価値を再考する」をテーマにAOAセミナーを開催
しました。アジア地域を中心に、世界8か国・地域から
25組織、計127名が参加し、JA共済連からも計18名
の役職員が出席しました。
JA共済連からは、「利用者の輪を広げるための
Zenkyorenの新たな挑戦」と題して発表を行い、JA
共済連の資本を活用しつつICMIF加盟団体等に対
するリスク移転を支援する新たな仕組みの構築に取
り組んでいることを紹介し、相互扶助の理念に基づ
く国際的な連携強化と、各地域における保障の充実
に貢献する取り組みを示すことができました。
また、セミナーでは、ヤングリーダーズプログラム

として、若手職員とAOA会員団体の経営幹部との対
話や若手職員同士の相互交流の機会が設けられま
した。JA共済連からは8名の若手職員が参加し、国や
組織の枠を越えたネットワークの構築を図りました。

海外の協同組合との連携

ICMIFの地域協会のひとつとして、アジア・オセアニア地域の協同
組合保険運動の推進等を目的に、1984年に設立されました（令和
8年3月現在、10か国44組織）

世界の協同組合運動を発展させることを目的に1895年に設立さ
れました。10億人以上の組合員を擁する世界最大のNGOのひと
つで、国連の諮問機関に登録されており、ILOのオブザーバー資格
も有します（令和8年3月現在、106か国319組織）。

ICAの専門機関のひとつとして、協同組合保険の発展に貢献するこ
とを目的に1922年に設立されました（令和8年3月現在、53か国
219組織）。

ICA（国際協同組合同盟）

ICMIF（国際協同組合保険連合）

AOA（ICMIFアジア･オセアニア協会）

2025）と定められました。IYC2025のテーマ「協同組
合はよりよい世界を築きます」のもと、持続可能で活
力ある地域社会に資することを目指し、活動に取り組
みました。

令和7年7月の国際協同組合デーには、協同組合の
理念や社会的役割について広く発信することを目的と
して「見て、聞いて、体験 協同組合フェスティバル」が開
催され、JA共済連は、日本協同組合連携機構（JCA）の
会員団体と連携して、この取り組みに参画しました。会
場には農林水産業、金融、福祉、流通など多様な分野の
協同組合が出展し、約4,000名が来場されました。
会場に設けられたメインステージでは、JA共済連が
支援する介助犬の育成・普及の取り組みや、その活躍
の現状を通じて、「助け合いの連鎖」による地域社会づ
くりのメッセージを発信し、多くの来場者の共感を得る
機会となりました。

国内の協同組合との連携

また、JA共済ブースでは、防災意識の向上をテーマ
としたトークセッションや「ザブトン教授の防災教室」、子
ども向けの企画など、幅広い世代が楽しみながら学べ
る企画を実施しました。
IYC2025全国実行委員会主催による「“協同”がより

よい世界を築く～連続シンポジウム・座談会」第5回「防
災・減災・生活再建と地域づくりへの貢献」では、JA共済
連における大規模災害発生時の損害調査の概要、南海
トラフ地震など今後の大災害を想定した体制強化と職
員研修の実施、災害支援や防災の取り組みなどを報告
しました。

さらに、JCAが提供する明治大学の学生を対象とし
た寄付講座「山積する地域課題への挑戦－協同組合
の果たす役割」では、JA共済連からも「JA共済連の概
要と取り組みの現状」をテーマに講演を行い、JA共済
連が保障の提供だけでなく、地域貢献活動や防災啓
発などを通じて、地域課題の解決に取り組んでいるこ
とを伝えました。

AOAセミナー2025（ソウル）での村山理事長による開会あいさつ

パネルディスカッションの様子

協同組合フェスティバル会場の様子 シンポジウムで講演する深井常務理事

講義の様子
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　JA共済は、組合員・利用者の皆さま一人ひとりに「寄り添い」、包括的な安心を「届け」、農業・地域社会とより広く・
より深く「繋がる」ことで、安心と満足を提供していきます。今後も組合員・利用者の皆さまの負託に応え、社会的な
責任を果たしていくため、組合員・利用者本位の業務運営に向けた取り組みの強化を図っていきます。

　JA共済は、令和7年度から9年度における「JA共済3
か年計画」に基づき、共済事業のすべての活動におい
て、「組合員・利用者本位の事業運営」を基調として取
り組みを展開するとともに、総合事業機能を発揮した

「組合員・利用者との関係性強化・仲間づくり」を実践す
ることを基本的考え方として、組合員・利用者の豊かな
くらしと活力ある地域社会の実現に貢献し続けていき
ます。

スローガン 組合員･利用者とともに歩み続けるJA共済
～協同の力で広げる安心の輪～

基
本
的
考
え
方

重
点
取
組
事
項
と
主
な
取
組
施
策

組合員・利用者本位の
事業運営

総合事業機能を発揮した
組合員・利用者との
関係性強化・仲間づくり

保障・サービス提供等の
深化

農業・地域社会の
持続的発展への貢献

ＪＡグループ一体となった
接点づくり・関係性強化

組合員・利用者への最適な
保障・サービス等の提供

事業推進体制の再構築 エンゲージメント向上に向けた人・職場づくり

ＪＡの取り組みを後押しする連合会のさらなる機能発揮

組合員・利用者本位の業務運営の態勢強化

農業・地域社会への貢献
にかかる取組強化

持続可能(サステナビリティ)
な社会の実現に向けた
連合会の取り組み

JA共済の事業展開の基本的考え方

●組合員･利用者本位の事業推進活動の展開
●総合的な保障･サービス提供等の強化届ける

組合員･利用者の
豊かなくらしと
活力ある

地域社会の実現
他事業連携や

JAの事業活動を通じて、
農業・地域社会と
より広く・より深く

繋がる

いつでも身近な
存在として

組合員・利用者一人ひとりに

寄り添う

●総合事業機能を発揮した“寄り添う”活動の実践
●関係性強化に向けたデジタル情報基盤の拡充･活用
●総合事業としての情報共有･連携強化

寄り添う

●JAファンづくりに向けた効果的な活動の展開
●農業の担い手確保支援の強化
●仲間づくりを後押しする環境整備

繋がる

組合員・利用者の
ニーズを捉えた最適な保障・
サービスと包括的な安心を

届ける

重点取組事項１ 重点取組事項3

重点取組事項2

事業推進体制等の再構築

組合員・利用者の豊かなくらしと活力ある地域社会の実現

等 等

等

今次３か年での事業展開の基本的考え方

今次3か年計画について
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事業概況（令和7年度の業績ハイライト）

事業概況（令和7年度の業績ハイライト）

JA共済の主な加入状況

長期共済 新契約高 長期共済 保有契約高

長期共済 保有契約高の推移長期共済 新契約高の推移

2025年度の業績Ⅰ

JA共済は、組合員・利用者の皆さまの暮らしをサポートするため、「ひと・いえ・くるまの総合保障」を提供しており、
数多くの方にご加入いただいています。

保障共済金額保障共済金額

長期共済の保有契約高は、満期共済金額38兆
4,925億円（前年度末比96.4％）、保障共済金額204兆
4,773億円（前年度末比97.2％）となりました。

長期共済の新契約高は、満期共済金額2兆932億円
（前年度比111.7％）、保障共済金額10兆2,850億円
（前年度比91.9％）となりました。

令和6年度末令和6年度

10兆2,850億円 204兆4,773億円

11兆
1,944億円

令和7年度

10兆
2,850億円

令和5年度

11兆
4,537億円

210兆
4,113億円

令和7年度末

204兆
4,773億円

令和5年度末

216兆
9,758億円

生命総合共済（保有契約）
加入件数

　2,098万件
保障共済金額

69兆8,118億円

ひと

建物更生共済（保有契約）
加入件数

　873万件
保障共済金額

134兆6,562億円

いえ

自動車共済（保有契約）

自賠責共済（保有契約）

加入件数

　822万件
加入台数

658万台

くるま

年金共済 保有契約高 短期共済 新契約高

共済掛金 総資産

年金共済 保有契約高の推移 短期共済 新契約高の推移

共済掛金の推移 総資産の推移

令和6年度令和6年度末

共済掛金年金年額

短期共済の新契約高は、契約件数2,046万件（前年
度比99.3％）、JA共済連が収納した共済掛金は
3,674億円（前年度比103.5％）となりました。

年金共済の新契約高は、年金年額375億円（前年
度末比78.5％）、また、保有契約高は年金年額2兆
1,097億円（前年度末比97.1％）となりました。

2兆1,097億円 3,674億円

2兆
1,724億円

令和7年度末

2兆
1,097億円

令和5年度末

2兆
2,489億円 3,551億円

令和7年度

3,674億円

令和5年度

3,541億円

令和6年度末令和6年度

総資産は、58兆4,872億円（前年度末比101.9％）
となりました。なお、ご契約者の皆さまへの共済金等
の支払いに備え、積み立てている共済契約準備金は
50兆2,851億円（前年度末比98.6％）となりました。

JA共済連が収納した共済掛金は、4兆752億円（前
年度比100.6％）となりました。

57兆
4,189億円

令和7年度末

58兆
4,872億円

令和5年度末

58兆
4,751億円

4兆752億円 58兆4,872億円

4兆
491億円

令和7年度

4兆
752億円

令和5年度

4兆
771億円
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事業概況（令和7年度の業績ハイライト）

事業概況（令和7年度の業績ハイライト）

JA共済の主な加入状況

長期共済 新契約高 長期共済 保有契約高

長期共済 保有契約高の推移長期共済 新契約高の推移

2025年度の業績Ⅰ

JA共済は、組合員・利用者の皆さまの暮らしをサポートするため、「ひと・いえ・くるまの総合保障」を提供しており、
数多くの方にご加入いただいています。

保障共済金額保障共済金額

長期共済の保有契約高は、満期共済金額38兆
4,925億円（前年度末比96.4％）、保障共済金額204兆
4,773億円（前年度末比97.2％）となりました。

長期共済の新契約高は、満期共済金額2兆932億円
（前年度比111.7％）、保障共済金額10兆2,850億円
（前年度比91.9％）となりました。
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4,773億円
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216兆
9,758億円

生命総合共済（保有契約）
加入件数

　2,098万件
保障共済金額

69兆8,118億円

ひと

建物更生共済（保有契約）
加入件数

　873万件
保障共済金額

134兆6,562億円

いえ

自動車共済（保有契約）

自賠責共済（保有契約）

加入件数

　822万件
加入台数

658万台

くるま

年金共済 保有契約高 短期共済 新契約高

共済掛金 総資産

年金共済 保有契約高の推移 短期共済 新契約高の推移

共済掛金の推移 総資産の推移

令和6年度令和6年度末

共済掛金年金年額

短期共済の新契約高は、契約件数2,046万件（前年
度比99.3％）、JA共済連が収納した共済掛金は
3,674億円（前年度比103.5％）となりました。

年金共済の新契約高は、年金年額375億円（前年
度末比78.5％）、また、保有契約高は年金年額2兆
1,097億円（前年度末比97.1％）となりました。
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3,541億円

令和6年度末令和6年度

総資産は、58兆4,872億円（前年度末比101.9％）
となりました。なお、ご契約者の皆さまへの共済金等
の支払いに備え、積み立てている共済契約準備金は
50兆2,851億円（前年度末比98.6％）となりました。

JA共済連が収納した共済掛金は、4兆752億円（前
年度比100.6％）となりました。

57兆
4,189億円
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共済金支払額の推移

共済金支払額の内訳

共済金支払額

建物更生共済における自然災害に対する共済金支払状況

Ⅰ 2025年度の業績　　事業概況（令和7年度の業績ハイライト）Ⅰ

1 令和7年8月
令和7年8月豪雨（熊本・福岡・山口ほか）
8,342件／ 146億円

2 令和7年9月
令和7年台風15号（静岡・宮崎・愛知ほか）
2,776件／ 39億円

共済金支払額は、総額で3兆5,255億円（前年度比
99.4％）となりました。
内訳は、満期共済金2兆3,406億円（前年度比
100.4％）、事故共済金1兆1,848億円（前年度比
97.3％）となっています。

令和6年度

※建物更生共済における万一のお支払いのうち、自然災害に対するお支払
いは727億円です。

3兆5,255億円

3兆
5,475億円

令和7年度

3兆
5,255億円

令和5年度

3兆
6,422億円

令和7年度の主なお支払い

4 令和8年1月
令和8年島根県東部地震（鳥取・島根・岡山ほか）
4,157件／ 24億円

3 令和7年12月
令和7年度雪害（新潟・青森・秋田ほか）
7,152件／ 41億円

※平成7年以降に発生した、支払共済金額が1,000億円以上の自然災害を掲載しています。

過去の主なお支払い※

1 平成7年1月
阪神･淡路大震災（兵庫･大阪･京都ほか）
101,535件／1,188億円

2 平成16年9月
台風18号（山口･熊本･福岡ほか）
284,564件／1,083億円

東日本大震災（宮城・福島・岩手ほか）
684,885件／9,378億円

13 平成23年3月

4 平成28年4月
熊本地震（熊本・大分・福岡ほか）
94,228件／1,487億円

5 平成30年9月
台風21号（大阪・愛知・和歌山ほか）
231,701件／1,174億円

6 令和元年10月
台風19号（神奈川・宮城・静岡ほか）
83,958件／1,016億円

7 令和3年2月
福島県沖地震（福島・宮城・栃木ほか）
133,237件／1,098億円

8 令和4年3月
令和4年福島県沖を震源とする地震
（福島・宮城・岩手ほか）
188,114件／1,560億円 1,523億円

9 令和6年1月
令和6年能登半島地震
（石川・富山・新潟ほか）
123,468件／

生命総合共済
満期等のお支払い

1兆3,386億円

生命総合共済
万一のお支払い

7,795億円

建物更生共済
万一のお支払い※

1,209億円

自動車共済お支払い

2,203億円

その他の共済計お支払い

691億円
自賠責共済お支払い

262億円

建物更生共済
満期等のお支払い

9,706億円

資産・負債等の状況
資産 負債・純資産

資産の内訳（令和7年度末） 負債・純資産の内訳（令和7年度末）

貸借対照表 （単位：億円）

現金
預金
コールローン
債券貸借取引支払保証金
金銭の信託
金銭債権
有価証券
貸付金
運用不動産
未収共済掛金
未収再保険勘定
その他資産
業務用固定資産
資本貸付金
外部出資
繰延税金資産
貸倒引当金
外部出資等損失引当金
資産の部合計

科 目

資
産
の
部

令和6年度末

―
6,150

―
―

2,564

55

537,408

4,264

2,823

2,090

110

2,096

1,436

2,000

1,100

12,109

△19

△2

574,189

令和7年度末

総資産は、前年度末より1兆682億円増加し、58兆
4,872億円となりました。このうち有価証券は54兆
6,346億円(総資産に占める割合93.4％)、貸付金は
3,695億円(同0.6％)、運用不動産は2,804億円(同
0.5%）となりました。

0

2,832

3,000

7,124

367

45

546,346

3,695

2,804

2,036

111

2,093

1,267

2,000

1,109

10,055

△15

△2

584,872

（単位：億円）

共済契約準備金
　うち責任準備金
未払再保険勘定
代理店勘定
共済資金
その他負債
諸引当金
価格変動準備金
負債の部合計
出資金
利益剰余金
　利益準備金
　その他利益剰余金
 会員資本合計
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
 評価・換算差額等合計
純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

科 目 令和6年度末

510,119

495,065

75

1

54

3,443

419

12,149

526,262

7,565

25,602

4,956

20,646

33,167

14,800

△41

14,759

47,926

574,189

純
資
産
の
部

負
債
の
部

令和7年度末

負債の合計は、前年度末より3,514億円増加し、52
兆9,777億円となり、このうち責任準備金は、前年度
より7,743億円減少し、48兆7,321億円となりました。
純資産の合計は、5兆5,094億円となりました。

502,851

487,321

74

1

71

14,196

399

12,182

529,777

7,553

26,482

5,230

21,251

34,035

21,160

△102

21,058

55,094

584,872

その他
2兆6,193億円

貸付金
3,695億円
現・預金および
コールローン
5,832億円

運用不動産
2,804億円

有価証券
54兆6,346億円

うち責任準備金
48兆7,321億円

純資産
5兆5,094億円

価格変動準備金 
1兆2,182億円

その他（負債）
1兆4,743億円

共済契約準備金
50兆2,851億円
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共済金支払額の推移

共済金支払額の内訳

共済金支払額

建物更生共済における自然災害に対する共済金支払状況

Ⅰ 2025年度の業績　　事業概況（令和7年度の業績ハイライト）Ⅰ

1 令和7年8月
令和7年8月豪雨（熊本・福岡・山口ほか）
8,342件／ 146億円

2 令和7年9月
令和7年台風15号（静岡・宮崎・愛知ほか）
2,776件／ 39億円

共済金支払額は、総額で3兆5,255億円（前年度比
99.4％）となりました。
内訳は、満期共済金2兆3,406億円（前年度比
100.4％）、事故共済金1兆1,848億円（前年度比
97.3％）となっています。

令和6年度

※建物更生共済における万一のお支払いのうち、自然災害に対するお支払
いは727億円です。

3兆5,255億円

3兆
5,475億円

令和7年度

3兆
5,255億円

令和5年度

3兆
6,422億円

令和7年度の主なお支払い

4 令和8年1月
令和8年島根県東部地震（鳥取・島根・岡山ほか）
4,157件／ 24億円

3 令和7年12月
令和7年度雪害（新潟・青森・秋田ほか）
7,152件／ 41億円

※平成7年以降に発生した、支払共済金額が1,000億円以上の自然災害を掲載しています。

過去の主なお支払い※

1 平成7年1月
阪神･淡路大震災（兵庫･大阪･京都ほか）
101,535件／1,188億円

2 平成16年9月
台風18号（山口･熊本･福岡ほか）
284,564件／1,083億円

東日本大震災（宮城・福島・岩手ほか）
684,885件／9,378億円

13 平成23年3月

4 平成28年4月
熊本地震（熊本・大分・福岡ほか）
94,228件／1,487億円

5 平成30年9月
台風21号（大阪・愛知・和歌山ほか）
231,701件／1,174億円

6 令和元年10月
台風19号（神奈川・宮城・静岡ほか）
83,958件／1,016億円

7 令和3年2月
福島県沖地震（福島・宮城・栃木ほか）
133,237件／1,098億円

8 令和4年3月
令和4年福島県沖を震源とする地震
（福島・宮城・岩手ほか）
188,114件／1,560億円 1,523億円

9 令和6年1月
令和6年能登半島地震
（石川・富山・新潟ほか）
123,468件／
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1兆3,386億円
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その他の共済計お支払い

691億円
自賠責共済お支払い
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建物更生共済
満期等のお支払い

9,706億円

資産・負債等の状況
資産 負債・純資産

資産の内訳（令和7年度末） 負債・純資産の内訳（令和7年度末）

貸借対照表 （単位：億円）

現金
預金
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債券貸借取引支払保証金
金銭の信託
金銭債権
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その他資産
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外部出資
繰延税金資産
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外部出資等損失引当金
資産の部合計

科 目

資
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の
部
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△19

△2

574,189

令和7年度末

総資産は、前年度末より1兆682億円増加し、58兆
4,872億円となりました。このうち有価証券は54兆
6,346億円(総資産に占める割合93.4％)、貸付金は
3,695億円(同0.6％)、運用不動産は2,804億円(同
0.5%）となりました。
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繰延ヘッジ損益
 評価・換算差額等合計
純資産の部合計

負債及び純資産の部合計
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3,443
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負債の合計は、前年度末より3,514億円増加し、52
兆9,777億円となり、このうち責任準備金は、前年度
より7,743億円減少し、48兆7,321億円となりました。
純資産の合計は、5兆5,094億円となりました。

502,851

487,321

74

1

71

14,196

399

12,182

529,777

7,553

26,482

5,230

21,251

34,035

21,160

△102

21,058

55,094

584,872

その他
2兆6,193億円

貸付金
3,695億円
現・預金および
コールローン
5,832億円

運用不動産
2,804億円

有価証券
54兆6,346億円

うち責任準備金
48兆7,321億円

純資産
5兆5,094億円

価格変動準備金 
1兆2,182億円

その他（負債）
1兆4,743億円

共済契約準備金
50兆2,851億円
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収支の状況
経常損益

特別損益

当期剰余金

剰余金処分額

2025年度の業績Ⅰ

経常収益は、前年度より8,215億円増加し、6兆
5,208億円となりました。
このうち直接事業収益は、受入共済掛金の増加等に

ともない、前年度より273億円増加し、4兆884億円と
なりました。また、共済契約準備金戻入額は、責任準備
金戻入額の増加等にともない、前年度より2,344億円
増加し、8,229億円となりました。
経常費用は、前年度より6,825億円増加し、6兆
2,816億円となりました。
このうち直接事業費用は、支払返戻金の増加等にと
もない、前年度より2,427億円増加し、5兆1,711億円
となりました。財産運用費用は、金融派生商品費用の増
加等にともない、前年度より4,154億円増加し、8,355
億円となりました。
これらの結果、経常利益は、前年度より1,390億円増
加し、2,392億円となりました。

特別利益は、価格変動準備金戻入額の減少等にと
もない、前年度より879億円減少し、18億円となり、特
別損失は、前年度より0.4億円減少し、15億円となりま
した。

当期剰余金は、前年度より180億円減少し、1,192億
円となりました。

当期未処分剰余金2,730億円のうち、各会員に対し
て151億円を出資配当金として(出資配当率は年
2.00％)、110億円を事業分量配当金として配当してい
ます。さらに、共済契約特別積立金、経営基盤整備積立
金などの任意積立金への積み立てが1,646億円となっ
ています。

損益計算書

経常収益
　直接事業収益
　共済契約準備金戻入額
　財産運用収益
　その他経常収益
経常費用
　直接事業費用
　共済契約準備金繰入額
　財産運用費用
　価格変動準備金繰入額
　事業普及費
　事業管理費
　その他経常費用
経常利益
特別利益
特別損失
税引前当期剰余
法人税等合計
　法人税、住民税及び事業税
　法人税等調整額
契約者割戻準備金繰入額
当期剰余金
当期首繰越剰余金
災害救援積立金取崩額
交通事故対策基金取崩額
経営基盤整備積立金取崩額
地域・農業活性化積立金取崩額
当期未処分剰余金

科 目
56,993

40,611

5,885

10,399

97

55,991

49,284

93

4,200

ー
212

1,187

1,011

1,002

897

16

1,883

△199

164

△364

709

1,373

470

1

17

804

88

2,755

（単位：億円）

令和7年度

剰余金処分計算書

当期未処分剰余金
剰余金処分額
　利益準備金
　任意積立金
　出資配当金
　事業分量配当金
次期繰越剰余金

科 目 令和6年度
2,755

2,259

274

1,672

151

161

495

（単位：億円）

令和7年度

65,208

40,884

8,229

16,011

82

62,816

51,711

120

8,355

33

238

1,214

1,143

2,392

18

15

2,394

311

785

△474

890

1,192

495

1

18

939

82

2,730

2,730

2,146

238

1,646

151

110

584

令和7年度末のJA共済連の支払余力（ソルベンシー・マージン）比率は1,023.5％となっており、十分な支払余
力を確保しています。

健全性を表す指標

実質純資産額

支払余力（ソルベンシー・マージン）比率

令和7年度末のJA共済連の実質純資産額は8兆774億円、対総資産比率は13.8％となっており、高水準を確保
しています。

支払余力（ソルベンシー・マージン）比率とは、通常
の予測を超えて発生する諸リスク（大規模自然災害な
ど）に対応するため、どのくらいの支払余力を備えて
いるかを判断するための経営指標のひとつです。
JA共済では、生命共済事業および損害共済事業の
両方を実施していること、また、保険会社のソルベン

シー・マージン比率とは計算方法が異なることから、
保険会社のソルベンシー・マージン比率と単純に比較
はできません。
なお、この比率が200％を下回った場合には、監督
官庁による業務改善命令等の対象となります。

実質純資産額とは、実質的な債務超過かどうかを
判定するための基準です。
具体的には、「時価評価した資産の額」から「負債か

ら自己資本とみなされるもの（異常危険準備金、価格
変動準備金など）を除いた額」を控除して算出します。

（単位：億円）

増 減令和7年度末令和6年度末

102,896 △22,122
△4.1

ポイント

実質純資産額

17.9%対総資産比率

80,774

13.8%

（単位：億円）

増 減令和7年度末令和6年度末

132,144 143,078 10,934

1,014.3％ 9.2
ポイント1,023.5%

支払余力（ソルベンシー・マージン）
総額（A）

（B）× ×100
（A）

1̶
2

支払余力
（ソルベンシー・マージン）比率

リスクの合計額（B） 26,056 27,958 1,901

支払余力（ソルベンシー・マージン）比率の状況

実質純資産額

1,023.5%
支払余力（ソルベンシー・マージン）比率

8兆774億円
実質純資産額

令和6年度
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収支の状況
経常損益

特別損益

当期剰余金

剰余金処分額

2025年度の業績Ⅰ

経常収益は、前年度より8,215億円増加し、6兆
5,208億円となりました。
このうち直接事業収益は、受入共済掛金の増加等に

ともない、前年度より273億円増加し、4兆884億円と
なりました。また、共済契約準備金戻入額は、責任準備
金戻入額の増加等にともない、前年度より2,344億円
増加し、8,229億円となりました。
経常費用は、前年度より6,825億円増加し、6兆
2,816億円となりました。
このうち直接事業費用は、支払返戻金の増加等にと
もない、前年度より2,427億円増加し、5兆1,711億円
となりました。財産運用費用は、金融派生商品費用の増
加等にともない、前年度より4,154億円増加し、8,355
億円となりました。
これらの結果、経常利益は、前年度より1,390億円増
加し、2,392億円となりました。

特別利益は、価格変動準備金戻入額の減少等にと
もない、前年度より879億円減少し、18億円となり、特
別損失は、前年度より0.4億円減少し、15億円となりま
した。

当期剰余金は、前年度より180億円減少し、1,192億
円となりました。

当期未処分剰余金2,730億円のうち、各会員に対し
て151億円を出資配当金として(出資配当率は年
2.00％)、110億円を事業分量配当金として配当してい
ます。さらに、共済契約特別積立金、経営基盤整備積立
金などの任意積立金への積み立てが1,646億円となっ
ています。

損益計算書

経常収益
　直接事業収益
　共済契約準備金戻入額
　財産運用収益
　その他経常収益
経常費用
　直接事業費用
　共済契約準備金繰入額
　財産運用費用
　価格変動準備金繰入額
　事業普及費
　事業管理費
　その他経常費用
経常利益
特別利益
特別損失
税引前当期剰余
法人税等合計
　法人税、住民税及び事業税
　法人税等調整額
契約者割戻準備金繰入額
当期剰余金
当期首繰越剰余金
災害救援積立金取崩額
交通事故対策基金取崩額
経営基盤整備積立金取崩額
地域・農業活性化積立金取崩額
当期未処分剰余金
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56,993

40,611

5,885

10,399

97

55,991

49,284

93

4,200
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1,011
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（単位：億円）

令和7年度

剰余金処分計算書

当期未処分剰余金
剰余金処分額
　利益準備金
　任意積立金
　出資配当金
　事業分量配当金
次期繰越剰余金

科 目 令和6年度
2,755

2,259

274

1,672

151

161

495

（単位：億円）

令和7年度

65,208

40,884

8,229

16,011

82

62,816
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1,143

2,392

18

15
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939
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2,146
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令和7年度末のJA共済連の支払余力（ソルベンシー・マージン）比率は1,023.5％となっており、十分な支払余
力を確保しています。

健全性を表す指標

実質純資産額

支払余力（ソルベンシー・マージン）比率

令和7年度末のJA共済連の実質純資産額は8兆774億円、対総資産比率は13.8％となっており、高水準を確保
しています。

支払余力（ソルベンシー・マージン）比率とは、通常
の予測を超えて発生する諸リスク（大規模自然災害な
ど）に対応するため、どのくらいの支払余力を備えて
いるかを判断するための経営指標のひとつです。
JA共済では、生命共済事業および損害共済事業の
両方を実施していること、また、保険会社のソルベン

シー・マージン比率とは計算方法が異なることから、
保険会社のソルベンシー・マージン比率と単純に比較
はできません。
なお、この比率が200％を下回った場合には、監督
官庁による業務改善命令等の対象となります。

実質純資産額とは、実質的な債務超過かどうかを
判定するための基準です。
具体的には、「時価評価した資産の額」から「負債か

ら自己資本とみなされるもの（異常危険準備金、価格
変動準備金など）を除いた額」を控除して算出します。

（単位：億円）

増 減令和7年度末令和6年度末

102,896 △22,122
△4.1

ポイント

実質純資産額

17.9%対総資産比率

80,774

13.8%

（単位：億円）
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支払余力
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リスクの合計額（B） 26,056 27,958 1,901

支払余力（ソルベンシー・マージン）比率の状況

実質純資産額

1,023.5%
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健全性を表す指標

資産の自己査定とは、保有する資産について自らそ
れぞれのリスクを検証・分析し、そのリスクの度合と回
収可能性に応じて償却・引当を行い、経営の健全性・透
明性を確保していくためのルールです。
JA共済連では、農林水産省が公表している「共済事

業実施機関に係る検査マニュアル」に準拠した「資産査
定規程」「償却・引当規程」を設定しています。この規程
に基づき、資産全体（仮払・繰延消費税、繰延税金資産
などを除きます。）に対して適正な自己査定と厳格な償
却・引当を実施しています。

分類区分の定義および分類区分ごとの償却・引当の概要

回収の危険性または価値の毀損（きそん）の危険性について
問題のない資産

債権確保上の諸条件が十分に満たされないため、あるいは、
信用上疑義がある等の理由により、その回収について通常の
度合を超える危険を含むと認められる債権などの資産

最終の回収または価値について重大な懸念があり、従って、
損失の可能性が高いが、その損失額について合理的な推測
が困難な資産

回収不可能または無価値と判定される資産

貸付金などについて、一般貸倒引当金（貸
付金残高等×予想損失率）を計上
※予想損失率は、貸倒実績率に基づき、債務者
の区分に応じて算出

貸付金などについて、個別貸倒引当金等
（債務者の区分に応じた必要額）を計上

個別貸倒引当金を計上または直接償却

定　義分類区分 償却・引当の概要

Ⅳ分類

Ⅲ分類

Ⅱ分類

非分類

令和7年度決算における償却・引当結果
非分類およびⅡ分類資産に対する引当額として、一
般貸倒引当金を15億円、Ⅲ分類資産に対する引当額と
して、外部出資等損失引当金を2億円計上しています。
Ⅳ分類資産については、5億円を直接償却により処理し
ています。

令和7年度決算における自己査定結果
査定対象資産60兆3,595億円のうち、非分類資産

については60兆3,343億円（構成比99.96％）となっ
ています。
一方、分類資産は251億円であり、うちⅡ分類は243
億円、Ⅲ分類は2億円、Ⅳ分類は5億円となっています。

資産の自己査定

令和7年度のJA共済連の基礎利益は、利差損益および危険差損益が改善したことから、6,918億円となっています。

（単位：億円）

増 減令和7年度令和6年度

4,813
658

1,411
2,744

2,104
△78
1,310
872

費差損益
利差損益
危険差損益

基礎利益 6,918
580

2,721
3,616

基礎利益

基礎利益とは、共済事業本来の期間損益を示す指標
で、具体的には、損益計算書の「経常利益」から、有価証
券売却損益などの「キャピタル損益」および異常危険準
備金取崩額などの「臨時損益」を除いて算出されます。
共済事業は､長期間にわたってご契約者の皆さまへ

の保障を確実に履行するために、共済掛金（予定事業
費率､予定利率、予定死亡・予定危険率）の設定にあたっ
て、あらかじめ将来のリスクに備えて適度の安全性を確
保しています。このため、この予定の率と決算による実
績との差額が発生することになります。

基礎利益

6,918億円
基礎利益

責任準備金

48兆7,321億円

JA共済連では、財務基盤を充実させ、経営基盤をより一層強固なものとするため、円建劣後ローンによる資本
調達を実施しています。

格付会社
日本格付研究所（JCR）

格付投資情報センター（R＆I）

（令和8年7月31日現在）

（注）格付会社の判断により、将来的に変更となることがあります。

格付内容
長期発行体格付
発行体格付

格付
AA+
AA

見通し
安定的
安定的

格付けの状況

JA共済連は、日本格付研究所（JCR）と格付投資情報センター（R&I）から格付けを取得しており、極めて高い信
用力を有していると評価されています。

責任準備金の十分な積み立て

JA共済連では、将来の共済金の支払いに備え、法令
等で定められている積立方式のうち最も積立水準が
高い方式（平準純共済掛金式）による責任準備金の積
み立てを行っています。
さらに、「逆ざや」に対応し、一層の健全性を確保する

ために、一部の生命総合共済契約および建物更生共済
契約を対象に責任準備金を追加して積み立てています。
また、責任準備金として毎年、異常危険準備金の積

再保険の取り組み

再保険とは、共済団体や保険会社が引き受けてい
る共済・保険契約上の責任（リスク）の一部（または全
部）を、国内外の他の保険会社等に移転する保険取引
のことをいいます。
JA共済連では、大規模自然災害が発生した場合で

も健全な経営が維持できるよう、リスク分散の一環と
して再保険を実施しています。
なお、再保険先の選定については、第三者機関による
信用力（格付け）に関する情報を総合的に評価・判断し、
契約条件等も考慮したうえで慎重に選定しています。
また、再保険契約締結後も、再保険先の格付け等を

継続的にモニタリングし、信用リスクを管理しています。
さらに、2025年の「国際協同組合年」を契機として、
海外の自然災害リスクを引き受けることでICMIF加盟
団体等※のリスク移転を支援するとともに、再保険子会
社を含めたJA共済グループとしてより分散したリスク
保有の実現等を目指し、2026年1月に再保険子会社
（Zenkyoren Re Limited）を英国王室領ガーンジー
島に設立しました。再保険子会社では、ICMIF加盟団
体等から、海外の自然災害リスクの引き受けを少額か
ら開始し、段階的に規模を拡大することで、中長期的に
安定した再保険引受の実現を目指してまいります。

資本調達の取り組み

※ICMIF（国際協同組合保険連合）は、ICA（国際協同組合同盟）の専門機関のひとつとして、協同組合保険の発展に貢献することを目的に
1922年に設立されました。
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48兆
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49兆
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49兆

5,065億円

令和7年度末令和5年度末

49兆
9,659億円
49兆

9,659億円

責任準備金の推移

み増しを行うとともに、再保険も実施し、大規模自然災
害などに備えています。
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健全性を表す指標

資産の自己査定とは、保有する資産について自らそ
れぞれのリスクを検証・分析し、そのリスクの度合と回
収可能性に応じて償却・引当を行い、経営の健全性・透
明性を確保していくためのルールです。
JA共済連では、農林水産省が公表している「共済事

業実施機関に係る検査マニュアル」に準拠した「資産査
定規程」「償却・引当規程」を設定しています。この規程
に基づき、資産全体（仮払・繰延消費税、繰延税金資産
などを除きます。）に対して適正な自己査定と厳格な償
却・引当を実施しています。

分類区分の定義および分類区分ごとの償却・引当の概要

回収の危険性または価値の毀損（きそん）の危険性について
問題のない資産

債権確保上の諸条件が十分に満たされないため、あるいは、
信用上疑義がある等の理由により、その回収について通常の
度合を超える危険を含むと認められる債権などの資産

最終の回収または価値について重大な懸念があり、従って、
損失の可能性が高いが、その損失額について合理的な推測
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付金残高等×予想損失率）を計上
※予想損失率は、貸倒実績率に基づき、債務者
の区分に応じて算出

貸付金などについて、個別貸倒引当金等
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個別貸倒引当金を計上または直接償却

定　義分類区分 償却・引当の概要

Ⅳ分類

Ⅲ分類

Ⅱ分類

非分類

令和7年度決算における償却・引当結果
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48兆7,321億円

JA共済連では、財務基盤を充実させ、経営基盤をより一層強固なものとするため、円建劣後ローンによる資本
調達を実施しています。

格付会社
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格付投資情報センター（R＆I）

（令和8年7月31日現在）

（注）格付会社の判断により、将来的に変更となることがあります。

格付内容
長期発行体格付
発行体格付

格付
AA+
AA

見通し
安定的
安定的

格付けの状況

JA共済連は、日本格付研究所（JCR）と格付投資情報センター（R&I）から格付けを取得しており、極めて高い信
用力を有していると評価されています。

責任準備金の十分な積み立て
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等で定められている積立方式のうち最も積立水準が
高い方式（平準純共済掛金式）による責任準備金の積
み立てを行っています。
さらに、「逆ざや」に対応し、一層の健全性を確保する
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る共済・保険契約上の責任（リスク）の一部（または全
部）を、国内外の他の保険会社等に移転する保険取引
のことをいいます。
JA共済連では、大規模自然災害が発生した場合で

も健全な経営が維持できるよう、リスク分散の一環と
して再保険を実施しています。
なお、再保険先の選定については、第三者機関による
信用力（格付け）に関する情報を総合的に評価・判断し、
契約条件等も考慮したうえで慎重に選定しています。
また、再保険契約締結後も、再保険先の格付け等を

継続的にモニタリングし、信用リスクを管理しています。
さらに、2025年の「国際協同組合年」を契機として、
海外の自然災害リスクを引き受けることでICMIF加盟
団体等※のリスク移転を支援するとともに、再保険子会
社を含めたJA共済グループとしてより分散したリスク
保有の実現等を目指し、2026年1月に再保険子会社
（Zenkyoren Re Limited）を英国王室領ガーンジー
島に設立しました。再保険子会社では、ICMIF加盟団
体等から、海外の自然災害リスクの引き受けを少額か
ら開始し、段階的に規模を拡大することで、中長期的に
安定した再保険引受の実現を目指してまいります。

資本調達の取り組み

※ICMIF（国際協同組合保険連合）は、ICA（国際協同組合同盟）の専門機関のひとつとして、協同組合保険の発展に貢献することを目的に
1922年に設立されました。
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害などに備えています。
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健康増進に資する仕組み・サービスの一体的展開

組合員・地域住民との繋がりを活用した健康増進に資するサービス（イベント等）の展開

1

2

3 事故の未然防止・再発防止に資する仕組み・サービスの一体的展開

● 健康診断・人間ドック受診先紹介
● 安全性の高い農機紹介
● 各種コラム　　　　　　　　等

主な取り組み

お役立ちサービス
付
加
価
値

主な取り組み
●見守りサービス
●住宅の修理・リフォーム業者
紹介サービス

等

主な取り組み

等

● 健診結果チェック
● JA共済の脳トレ
●住宅診断（ホームインスペク
ション）サービス

● ＪＡ共済安全運転アプリ
● 車両・農機等盗難防止サービス

付加価値付加価値

予防サービス
事前のリスクの回避・低減

ニーズに対応した
保障提供

アフターサービス
再発（事後）リスクの回避・軽減

ひと いえ

くるま 農業者向け

ＪＡ共済では、組合員・利用者・地域住民の皆さまに「切れ目なく寄り添う」ため、ニーズに対応した保障提供に加え、
健康増進、防災・減災、再発防止等のサービス提供を中心とした新たな付加価値の提供に取り組んでいます。

組合員・利用者の皆さまをはじめ、地域の皆さまのくらしのパートナーであり続けるために…。
JA共済は、「ひと・いえ・くるま」の総合保障を通じて、一人ひとりの人生設計を一生涯サポートします。

●貯蓄しながら備えられる万一の保障です。

●お手頃な共済掛金で、ライフプランに合わせて必要な期間が選
べます。

●ライフステージに応じて保障金額を逓減させることで、お手頃
な共済掛金で必要十分な保障を準備できます。
●逓減開始時期は一定の範囲内で任意に設定可能であり、柔軟
な保障設計ができます。

●一生涯にわたって万一の保障を確保できます。

●一生涯にわたって、お亡くなりになられたときの
保障が確保できます。
●死亡共済金を相続対策にご活用いただけます。
●医師による診査は必要なく、簡単な告知でお申
込みいただけます。

●生存給付金を生前贈与としてご活用いただけます。被共済者が
生存されている場合、毎年生存給付金をお支払いします。
●死亡共済金を相続対策にご活用いただけます。被共済者に万一
のことがあった場合、死亡共済金をお支払いします。

●医師による診査は必要なく、簡単な告知でお申込みいただけ
ます。

●通院中の方、病歴がある方も簡単な告知でお申込みいただけ
ます。
●一生涯にわたって、お亡くなりになられたときの保障が確保で
きます。
●80歳までご加入いただけます。

ひと 万一の保障、医療や介護、
年金の保障等で、
ご家族やご自身のくらしをサポートします。

ひとの保障

万一のときに備えられる共済

死亡時だけでなく、所定の重度要介護状態や第１級
後遺障害の状態も保障します。

特長1
所定の障害状態になったときに、それ以降の共済掛
金は「共済掛金払込免除」によりいただきません。

特長2

自動車事故のさまざまなリスクに、
充実の保障とサービスでお応えします。

くるま

火災のほか、地震などの自然災害から、
大切な建物や家財をお守りします。

いえ

農業において発生する
さまざまな賠償リスクを
幅広く保障いたします。

農業者向け

保障とサービスの一体的提供

事業活動Ⅱ

保障とサービスの一体的な提供 ＪＡ共済の保障ラインナップ

●将来に向けて、確実に資金づくりができます。
●お亡くなりになられたときの保障もあわせて確
保できます。
●医師による診査は必要なく、簡単な告知でお申込
みいただけます。

24



健康増進に資する仕組み・サービスの一体的展開

組合員・地域住民との繋がりを活用した健康増進に資するサービス（イベント等）の展開

1

2

3 事故の未然防止・再発防止に資する仕組み・サービスの一体的展開

● 健康診断・人間ドック受診先紹介
● 安全性の高い農機紹介
● 各種コラム　　　　　　　　等
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加
価
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主な取り組み
●見守りサービス
●住宅の修理・リフォーム業者
紹介サービス

等

主な取り組み

等

● 健診結果チェック
● JA共済の脳トレ
●住宅診断（ホームインスペク
ション）サービス

● ＪＡ共済安全運転アプリ
● 車両・農機等盗難防止サービス

付加価値付加価値

予防サービス
事前のリスクの回避・低減

ニーズに対応した
保障提供

アフターサービス
再発（事後）リスクの回避・軽減

ひと いえ

くるま 農業者向け

ＪＡ共済では、組合員・利用者・地域住民の皆さまに「切れ目なく寄り添う」ため、ニーズに対応した保障提供に加え、
健康増進、防災・減災、再発防止等のサービス提供を中心とした新たな付加価値の提供に取り組んでいます。

組合員・利用者の皆さまをはじめ、地域の皆さまのくらしのパートナーであり続けるために…。
JA共済は、「ひと・いえ・くるま」の総合保障を通じて、一人ひとりの人生設計を一生涯サポートします。

●貯蓄しながら備えられる万一の保障です。

●お手頃な共済掛金で、ライフプランに合わせて必要な期間が選
べます。

●ライフステージに応じて保障金額を逓減させることで、お手頃
な共済掛金で必要十分な保障を準備できます。
●逓減開始時期は一定の範囲内で任意に設定可能であり、柔軟
な保障設計ができます。

●一生涯にわたって万一の保障を確保できます。

●一生涯にわたって、お亡くなりになられたときの
保障が確保できます。
●死亡共済金を相続対策にご活用いただけます。
●医師による診査は必要なく、簡単な告知でお申
込みいただけます。

●生存給付金を生前贈与としてご活用いただけます。被共済者が
生存されている場合、毎年生存給付金をお支払いします。
●死亡共済金を相続対策にご活用いただけます。被共済者に万一
のことがあった場合、死亡共済金をお支払いします。

●医師による診査は必要なく、簡単な告知でお申込みいただけ
ます。

●通院中の方、病歴がある方も簡単な告知でお申込みいただけ
ます。
●一生涯にわたって、お亡くなりになられたときの保障が確保で
きます。
●80歳までご加入いただけます。

ひと 万一の保障、医療や介護、
年金の保障等で、
ご家族やご自身のくらしをサポートします。

ひとの保障

万一のときに備えられる共済

死亡時だけでなく、所定の重度要介護状態や第１級
後遺障害の状態も保障します。

特長1
所定の障害状態になったときに、それ以降の共済掛
金は「共済掛金払込免除」によりいただきません。

特長2

自動車事故のさまざまなリスクに、
充実の保障とサービスでお応えします。

くるま

火災のほか、地震などの自然災害から、
大切な建物や家財をお守りします。

いえ

農業において発生する
さまざまな賠償リスクを
幅広く保障いたします。

農業者向け

保障とサービスの一体的提供

事業活動Ⅱ

保障とサービスの一体的な提供 ＪＡ共済の保障ラインナップ

●将来に向けて、確実に資金づくりができます。
●お亡くなりになられたときの保障もあわせて確
保できます。
●医師による診査は必要なく、簡単な告知でお申込
みいただけます。
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●通院中の方、病歴がある方も簡単な
告知でお申込みいただけます。
●日帰り入院から、手術、放射線治療を
一生涯保障します。
●持病（既往症）の悪化・再発もしっかり
保障します。
●全額自己負担となる先進医療の技術
料を保障します。※3

●一生涯にわたる介護保障で不安の高
まる高齢期も安心です。
●公的介護保険制度に連動したわかり
やすい保障です。
●死亡給付金は死亡共済金等の非課
税枠を適用できます。※5※6

●日帰り入院※1からまとまった一時金
が受け取れます。入院費用への備え
はもちろん、その前後の通院・在宅医
療などにも活用できます。
●一生涯保障や先進医療保障など、ラ
イフプランにあわせて自由に設計で
きます。
●健康を維持した場合に健康祝金が受
け取れます。※2

●上皮内がんを含むさまざまな“がん”
や脳腫瘍に対し、入院・手術・放射線
治療はもちろん、抗がん剤治療やホ
ルモン剤治療、がん性疼痛等の緩和
のための在宅医療も保障します。

●通算の支払限度なく、所定の治療を受
けた月ごとに共済金を受け取れます。
●ご意向にあわせて保障内容を自由に
設計できます。

●毎年（毎月）の共済掛金で老後の生活資金が積立感覚で
準備できます。また、年金額の増加が期待でき、一度増
加した年金額は減りません。※7

●個人年金保険料控除が受けられます。※6※8

●医師による診査は必要なく、簡単な告知でお申込みい
ただけます。
●加入年齢・払込終了年齢・年金支払開始年齢に応じた柔
軟な保障設計ができます。

●学資金のお受取りは、進学時期に合わせた中学・高校・
大学プランからお選びいただけます。
●高い貯蓄性と保障がバランスよく備わっていて、効率的
に資金準備できます。
●ご契約者（親族）がもしものとき※9、その後の共済掛金
はいただきません。※10

●お子さま・お孫さまのために75歳までご契約いただけ
ます。※11

●三大疾病（がん・急性心筋梗塞・脳卒中）に加えて、三大
疾病以外の「心・血管疾患」や「脳血管疾患」、さらには
「その他の生活習慣病」まで幅広く保障します。
●4つの疾病区分ごとに、共済期間を通じてそれぞれ1回、
最大で4回共済金をお支払いします。
●継続的な治療によるさまざまな経済的負担に備えられ
るよう、まとまった一時金で受け取れます。

●公的な制度である身体障害者手帳制度と連動したわか
りやすい保障です。
●身体障害状態を幅広く保障します。原因が病気かケガか
を問わず保障します。
●一時的な支出に備えられる「一時金型」、収入の減少や
支出の増加に備えられる「定期年金型」のプランを選べ
ます。

●一生涯にわたる介護保障で不安の高
まる高齢期も安心です。
●介護共済金（一時金）はご自宅の改修
などの初期費用に役立てられます。※4

●公的介護保険制度に連動したわかり
やすい保障です。

●認知症はもちろん、認知症の前段階
の軽度認知障害（MCI）まで幅広く保
障します。
●認知症の予防・早期発見から発症後
までをトータルでサポートする各種
サービスがご利用いただけます。
●医師による診査は必要なく、簡単な
告知でお申込みいただけます。

●火災はもちろん、台風や地震などの自然災害による損害
も保障します。
●ご自宅の修繕費にお役立ていただくため、満期共済金が
あります。
●火災や自然災害などによるケガにも備えられて安心です。

●住まいと家財の損害を幅広く保障します。

＊地震・火山の噴火もしくは爆発またはこれらによる津波によっ
て生じた損害や、風災・ひょう災・雪災・水災などの自然災害に
よる損害は保障対象外となります。

●「クルマスター」は、3つの充実保障（相手方への保障・ご自身とご家族の保
障・お車の保障）で自動車事故のリスクを幅広くカバーしますので安心です。
●24時間・365日の事故受付、「レッカー・ロードサービス」の他、「夜間休日
現場急行サービス」、「夜間休日初期対応サービス」など、充実のサービス
で安心です。
●ご契約条件に応じたさまざまな割引をご用意しております。手厚い保障に
納得の共済掛金で加入できるので、とってもお得です。

●自動車の運行によって他人を負傷さ
せたり、死亡させたりしたために、被共
済者（共済の保障を受けられる方、具
体的には保有者または運転者）が損害
賠償責任を負う場合の損害について
共済金等をお支払いします。（人身事
故に限ります。）※12

※1 日帰り入院は、入院基本料の支払いの有無などにより判断されます。　※2 健康祝金支払特則を付加した場合で、契約日以降3年ごと
（共済期間が10年更新の場合は5年ごと）に治療共済金が支払われた入院をしなかった場合。　※3 先進医療保障ありを選択した場合。　
※4 「共済金年金支払特約」の付加により年金方式でお受取りいただくことも可能です。　※5 相続人が受け取った死亡給付金には相続税
の非課税枠が設けられており、相続税額を軽減できる場合があります。被相続人の死亡によって取得した共済金等で、その共済掛金を被相
続人が負担していたものが相続税の課税対象になります。　※6 2026年１月末現在の法令等に基づきます。　※7 予定利率の推移によっ
ては、年金額が増加しない場合があります。　※8 所定の条件を満たし、税制適格特約付契約の場合。　※9 「もしものとき」とは、死亡、所
定の第1級後遺障害の状態、所定の重度要介護状態または災害による所定の第2級～第4級の後遺障害の状態になられたときをいいます。　
※10 共済掛金払込免除不担保特則を付加する場合を除きます。　※11 ご契約者の年齢や健康状態にかかわらずご契約いただけるプラ
ンもございます（共済掛金払込免除不担保特則を付加する場合に限ります）。　※12 保有者には、レンタカーを借りて使用する人、友人の
車を借りて使用する人なども含まれます。　＊共済金等のお支払いには、所定の要件があります。

●日常のさまざまな災害による死亡やケガ
を保障します。
●さまざまなアクシデントに備えて、選べる
8つのプランをご用意しております。

●農業に関する幅広い賠償責任をカバーします。
●農地面積と支払限度額に基づく、わかりやすい
共済掛金設定です。
●自動継続のため、継続手続き不要です。

●賠償責任共済は、日本国内で
発生した日常のさまざまな
リスクにしっかり対応
します。

いえの保障

医療・がんに備えられる共済

特定疾病に備えられる共済

老後資金に備えられる共済 学資金に備えられる共済

就労不能に備えられる共済

介護・認知症に備えられる共済

くるまの保障

農業者向けの保障

その他の保障

ひとの保障
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●通院中の方、病歴がある方も簡単な
告知でお申込みいただけます。
●日帰り入院から、手術、放射線治療を
一生涯保障します。
●持病（既往症）の悪化・再発もしっかり
保障します。
●全額自己負担となる先進医療の技術
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●高い貯蓄性と保障がバランスよく備わっていて、効率的
に資金準備できます。
●ご契約者（親族）がもしものとき※9、その後の共済掛金
はいただきません。※10

●お子さま・お孫さまのために75歳までご契約いただけ
ます。※11

●三大疾病（がん・急性心筋梗塞・脳卒中）に加えて、三大
疾病以外の「心・血管疾患」や「脳血管疾患」、さらには
「その他の生活習慣病」まで幅広く保障します。
●4つの疾病区分ごとに、共済期間を通じてそれぞれ1回、
最大で4回共済金をお支払いします。
●継続的な治療によるさまざまな経済的負担に備えられ
るよう、まとまった一時金で受け取れます。
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●身体障害状態を幅広く保障します。原因が病気かケガか
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●一時的な支出に備えられる「一時金型」、収入の減少や
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ます。

●一生涯にわたる介護保障で不安の高
まる高齢期も安心です。
●介護共済金（一時金）はご自宅の改修
などの初期費用に役立てられます。※4

●公的介護保険制度に連動したわかり
やすい保障です。

●認知症はもちろん、認知症の前段階
の軽度認知障害（MCI）まで幅広く保
障します。
●認知症の予防・早期発見から発症後
までをトータルでサポートする各種
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●医師による診査は必要なく、簡単な
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●火災はもちろん、台風や地震などの自然災害による損害
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●ご自宅の修繕費にお役立ていただくため、満期共済金が
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●火災や自然災害などによるケガにも備えられて安心です。
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＊地震・火山の噴火もしくは爆発またはこれらによる津波によっ
て生じた損害や、風災・ひょう災・雪災・水災などの自然災害に
よる損害は保障対象外となります。

●「クルマスター」は、3つの充実保障（相手方への保障・ご自身とご家族の保
障・お車の保障）で自動車事故のリスクを幅広くカバーしますので安心です。
●24時間・365日の事故受付、「レッカー・ロードサービス」の他、「夜間休日
現場急行サービス」、「夜間休日初期対応サービス」など、充実のサービス
で安心です。
●ご契約条件に応じたさまざまな割引をご用意しております。手厚い保障に
納得の共済掛金で加入できるので、とってもお得です。

●自動車の運行によって他人を負傷さ
せたり、死亡させたりしたために、被共
済者（共済の保障を受けられる方、具
体的には保有者または運転者）が損害
賠償責任を負う場合の損害について
共済金等をお支払いします。（人身事
故に限ります。）※12

※1 日帰り入院は、入院基本料の支払いの有無などにより判断されます。　※2 健康祝金支払特則を付加した場合で、契約日以降3年ごと
（共済期間が10年更新の場合は5年ごと）に治療共済金が支払われた入院をしなかった場合。　※3 先進医療保障ありを選択した場合。　
※4 「共済金年金支払特約」の付加により年金方式でお受取りいただくことも可能です。　※5 相続人が受け取った死亡給付金には相続税
の非課税枠が設けられており、相続税額を軽減できる場合があります。被相続人の死亡によって取得した共済金等で、その共済掛金を被相
続人が負担していたものが相続税の課税対象になります。　※6 2026年１月末現在の法令等に基づきます。　※7 予定利率の推移によっ
ては、年金額が増加しない場合があります。　※8 所定の条件を満たし、税制適格特約付契約の場合。　※9 「もしものとき」とは、死亡、所
定の第1級後遺障害の状態、所定の重度要介護状態または災害による所定の第2級～第4級の後遺障害の状態になられたときをいいます。　
※10 共済掛金払込免除不担保特則を付加する場合を除きます。　※11 ご契約者の年齢や健康状態にかかわらずご契約いただけるプラ
ンもございます（共済掛金払込免除不担保特則を付加する場合に限ります）。　※12 保有者には、レンタカーを借りて使用する人、友人の
車を借りて使用する人なども含まれます。　＊共済金等のお支払いには、所定の要件があります。

●日常のさまざまな災害による死亡やケガ
を保障します。
●さまざまなアクシデントに備えて、選べる
8つのプランをご用意しております。

●農業に関する幅広い賠償責任をカバーします。
●農地面積と支払限度額に基づく、わかりやすい
共済掛金設定です。
●自動継続のため、継続手続き不要です。
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個 個人農家 法 農業法人 集 集落営農組織 活 活動組織等

農業にともなう
賠償事故が心配だ。

農業者
賠償責任共済
ファーマスト

農作業中の農薬飛散等の施設リスクをはじめ、食中
毒等の生産物リスクや預かった農機具等に対する
保管物リスクへの賠償事故を包括的に保障します。

農業経営の大規模化や
法人化、6次産業化にともなう
リスクが心配だ。

〈共栄火災による保障のご提供〉
農業応援隊

農業にともなう賠償事故への保障に加えて、加工品
の回収リスク、労務管理リスク、休業リスク等、農業
経営の大規模化や法人化、6次産業化にともなう
リスクを包括的に保障します。

活動組織等の農地維持活動・
資源向上活動中におこる
ケガや事故が心配だ。

イベント共済
〈環境保全プラン〉

「多面的機能支払交付金」事業に基づく活動組
織等の活動中におけるケガや賠償事故を保障し
ます。

台風や火事による倉庫、畜舎、
堆肥舎などの損害が心配だ。

建物更生共済

建物 特定建築物

むてきプラス
倉庫や畜舎、堆肥舎等が台風等の自然災害や火災
等により壊れてしまった場合に保障します。

空き巣等による通貨や
預貯金証書の盗難が心配だ。

住宅内の家財が自然災害や火災等により壊れた
場合に保障することに加えて、生活用の通貨や
預貯金証書の盗難の場合に保障します。

建物更生共済
むてきプラス

家財

建物更生共済

営業用什器備品

むてきプラス
事務所や店舗の営業用什器備品が自然災害や火災
等により壊れた場合に保障することに加えて、営業
用の通貨や預貯金証書の盗難の場合に保障します。

事故によるトラクター等の
農業用の自動車の
損害が心配だ。

自動車共済
トラクター等の農業用の自動車や軽トラック等
の自動車による賠償事故、運転者等のケガ、衝突・
接触・盗難等によるご契約のお車の損害を保障
します。

経営者が万一のときの、
運転資金、事業承継資金の
確保が心配だ。

定期生命共済
〈90・99歳満了型〉

定期生命共済
〈更新型〉

ご自身の退職金の準備や、万一のときの事業承継
をスムーズに行えます。

退職金財源の確保が心配だ。
役員・従業員一人ひとりの退職金財源等の資金
準備をスムーズに行えます。養老生命共済

〈福利厚生プラン〉

農作業中のケガが心配だ。 農作業中傷害共済
特定農機具傷害共済

農作業中のケガや農機具使用中のケガを保障
します。

病気やケガによる身体障害で、
これまでのように働けなく
なったときの生活が心配だ。

生活障害共済
働くわたしの
ささエール

病気やケガによる身体障害が残るとき、収入の
減少や治療費等の支出の増加に備えられます。
※ただし、　 は一時金型タイプに限ります。

　JA共済と共栄火災では、農業者の皆さまが安心して農業経営に専念し、安定的な事業・生活基盤を築いていただけ
るよう、一体的に保障提供を行っています。

〈共栄火災による保障のご提供〉
海外PL保険

輸出される農産物について、食中毒・異物混入等の
賠償事故を保障します。

農産物輸出にともなう
リスクが心配だ。

〈共栄火災による保障のご提供〉
外航貨物海上保険

輸出される農産物について、輸送中の火災や衝突・
転覆等による損害を保障します。

〈日本貿易保険による保障のご提供〉
中小企業・

農林水産業輸出代金保険

輸出される農産物について、海外取引先の財務
状況悪化や輸出先国における政情不安・輸入制限
によって、代金を回収することができずに被った
損害を保障します。

　JA共済連は、農産物輸出を行う農業者の皆さまへ
の支援を強化する観点から、平成29年3月より日本貿
易保険と業務提携しています。JAの組合員の皆さま
は、JA共済連の紹介を受けて、中小企業・農林水産業

輸出代金保険に加入する場合、保険料が10％割引と
なります（事前にJA共済連から日本貿易保険への連
絡が必要です。）。

皆さまの健康増進、げんきなカラダづくりを
サポートします。

2つのプロジェクトで、豊かな生活づくりをサポート

皆さまの安心・安全な暮らしを
サポートします。

組合員・利用者・地域住民の皆さまへの
サービスの提供
　JA共済では、組合員・利用者・地域住民の皆さまの「げんきなカラダ」づくりを総合的にサポートする取り組み
「げんきなカラダプロジェクト」を令和3年4月から開始しています。
　また、令和５年４月からは、防災・減災、再発防止に向けた取り組みとして、組合員・利用者・地域住民の皆さまの
安心・安全な暮らしをサポートする取り組み「あんしんくらしプロジェクト」を開始しています。
　この２つのプロジェクトを通じて、皆さまの豊かな生活づくりをサポートしていきます。

農業者の皆さまに対する保障

主な保障ラインナップ

株式会社日本貿易保険との業務提携について

事業活動　　JA共済の保障ラインナップⅡ
JA共済の保障ラインナップ
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個 個人農家 法 農業法人 集 集落営農組織 活 活動組織等

農業にともなう
賠償事故が心配だ。

農業者
賠償責任共済
ファーマスト

農作業中の農薬飛散等の施設リスクをはじめ、食中
毒等の生産物リスクや預かった農機具等に対する
保管物リスクへの賠償事故を包括的に保障します。

農業経営の大規模化や
法人化、6次産業化にともなう
リスクが心配だ。

〈共栄火災による保障のご提供〉
農業応援隊

農業にともなう賠償事故への保障に加えて、加工品
の回収リスク、労務管理リスク、休業リスク等、農業
経営の大規模化や法人化、6次産業化にともなう
リスクを包括的に保障します。

活動組織等の農地維持活動・
資源向上活動中におこる
ケガや事故が心配だ。

イベント共済
〈環境保全プラン〉

「多面的機能支払交付金」事業に基づく活動組
織等の活動中におけるケガや賠償事故を保障し
ます。

台風や火事による倉庫、畜舎、
堆肥舎などの損害が心配だ。

建物更生共済

建物 特定建築物

むてきプラス
倉庫や畜舎、堆肥舎等が台風等の自然災害や火災
等により壊れてしまった場合に保障します。

空き巣等による通貨や
預貯金証書の盗難が心配だ。

住宅内の家財が自然災害や火災等により壊れた
場合に保障することに加えて、生活用の通貨や
預貯金証書の盗難の場合に保障します。

建物更生共済
むてきプラス

家財

建物更生共済

営業用什器備品

むてきプラス
事務所や店舗の営業用什器備品が自然災害や火災
等により壊れた場合に保障することに加えて、営業
用の通貨や預貯金証書の盗難の場合に保障します。

事故によるトラクター等の
農業用の自動車の
損害が心配だ。

自動車共済
トラクター等の農業用の自動車や軽トラック等
の自動車による賠償事故、運転者等のケガ、衝突・
接触・盗難等によるご契約のお車の損害を保障
します。

経営者が万一のときの、
運転資金、事業承継資金の
確保が心配だ。

定期生命共済
〈90・99歳満了型〉

定期生命共済
〈更新型〉

ご自身の退職金の準備や、万一のときの事業承継
をスムーズに行えます。

退職金財源の確保が心配だ。
役員・従業員一人ひとりの退職金財源等の資金
準備をスムーズに行えます。養老生命共済

〈福利厚生プラン〉

農作業中のケガが心配だ。 農作業中傷害共済
特定農機具傷害共済

農作業中のケガや農機具使用中のケガを保障
します。

病気やケガによる身体障害で、
これまでのように働けなく
なったときの生活が心配だ。

生活障害共済
働くわたしの
ささエール

病気やケガによる身体障害が残るとき、収入の
減少や治療費等の支出の増加に備えられます。
※ただし、　 は一時金型タイプに限ります。

　JA共済と共栄火災では、農業者の皆さまが安心して農業経営に専念し、安定的な事業・生活基盤を築いていただけ
るよう、一体的に保障提供を行っています。

〈共栄火災による保障のご提供〉
海外PL保険

輸出される農産物について、食中毒・異物混入等の
賠償事故を保障します。

農産物輸出にともなう
リスクが心配だ。

〈共栄火災による保障のご提供〉
外航貨物海上保険

輸出される農産物について、輸送中の火災や衝突・
転覆等による損害を保障します。

〈日本貿易保険による保障のご提供〉
中小企業・

農林水産業輸出代金保険

輸出される農産物について、海外取引先の財務
状況悪化や輸出先国における政情不安・輸入制限
によって、代金を回収することができずに被った
損害を保障します。

　JA共済連は、農産物輸出を行う農業者の皆さまへ
の支援を強化する観点から、平成29年3月より日本貿
易保険と業務提携しています。JAの組合員の皆さま
は、JA共済連の紹介を受けて、中小企業・農林水産業

輸出代金保険に加入する場合、保険料が10％割引と
なります（事前にJA共済連から日本貿易保険への連
絡が必要です。）。

皆さまの健康増進、げんきなカラダづくりを
サポートします。

2つのプロジェクトで、豊かな生活づくりをサポート

皆さまの安心・安全な暮らしを
サポートします。

組合員・利用者・地域住民の皆さまへの
サービスの提供
　JA共済では、組合員・利用者・地域住民の皆さまの「げんきなカラダ」づくりを総合的にサポートする取り組み
「げんきなカラダプロジェクト」を令和3年4月から開始しています。
　また、令和５年４月からは、防災・減災、再発防止に向けた取り組みとして、組合員・利用者・地域住民の皆さまの
安心・安全な暮らしをサポートする取り組み「あんしんくらしプロジェクト」を開始しています。
　この２つのプロジェクトを通じて、皆さまの豊かな生活づくりをサポートしていきます。

農業者の皆さまに対する保障

主な保障ラインナップ

株式会社日本貿易保険との業務提携について

事業活動　　JA共済の保障ラインナップⅡ
JA共済の保障ラインナップ

2
0
2
5
年
度
の
業
績

Ⅰ

事
業
活
動

Ⅱ

地
域
貢
献
活
動

Ⅲ

29



　「あんしんくらしプロジェクト」は、「いえ・くるま・農業」分野を中心に、防災・減災、再発防止に向けて、組合員・利用
者・地域住民の皆さまの安心・安全な暮らしをサポートする取り組みです。

　「げんきなカラダプロジェクト」は、“げんきを一緒につくる”をコンセプトに、地域の暮らしを支えるJAの総合事業の
強みを最大限に活かせるよう、JAやJAグループ各団体と連携した取り組みを進めるほか、ヘルスケアに関する有用
なサービスを展開する各企業・団体とも協業した活動を展開しています。

いえ分野 家の状態の理解、防災・防犯への取り組みをサポートすることで、災害時の被害の軽減や早
期復旧につなげ、強固な家づくり（安心・安全な住まいでの暮らし）に寄与します。

くるま分野
認知機能を含めた運転技能の向上や自動車の状態に対する理解、自動車事故・盗難のリスク
低減に関する取り組みをサポートすることで、安心・安全なカーライフや事故のない社会の
実現に寄与します。

農業分野 農業経営に関するリスクの理解、予防・対策への取り組みをサポートすることで、災害や事故
時の被害軽減や再発防止につなげ、安定した農業経営に寄与します。

 ご契約者の皆さまに向けて、健康増進や防災・減災等に役立つ各種サービスを提供しています。
 

ご契約の有無を問わず、さまざまなお役立ち情報をお届けし、皆さまの健康増進や防災・減災等に向けた取り組み
をサポートします。

JA共済アプリ「脳年齢チェック・健診結果チェック」健康増進イベントの様子

住宅の修理・リフォーム
業者紹介サービス　◎

運営会社独自の加盟審査基準をクリアした住宅の修理・リフォーム業者を紹介していま
す。成約いただいた対象者には、成約金額に応じてＪＡ共済用の特典を提供しています。

住宅診断サービス　◎
中立な専門家が住宅診断（ホームインスペクション）を行う調査・アドバイスサービ
スを紹介しています。成約いただいた対象者には、成約金額に応じてＪＡ共済用の特
典を提供しています。

ホームセキュリティ
サービス　◎

自宅と暮らしを守るための、ホームセキュリティサービスを優待価格で提供してい
ます。

車両・農機等
盗難防止サービス　◎

ＪＡ共済
安全運転アプリ

安全運転診断・ドライブレコーダー・家族見守り・事故連絡機能等、日常の安全運転
をサポートするアプリを提供しています。
車両・農機等の盗難を防止するため、防犯カメラによるセキュリティサービスを優待
価格で提供しています。

安全性の高い農機紹介 サービス専用ホームページにおいて、自動車共済「農業用安全自動車割引」の対象
となる安全性の高い農機を紹介しています。

健診結果チェック 健康診断結果を入力するだけで、現在のリスク年齢や将来の入院・疾病リスク等
の確認が可能なサービスを無料で提供しています。

セルフ式検査　◎ ご自宅で気軽に腸内環境などをチェックできる郵送検査キットを優待価格で提供し、
ご自身の健康状態への意識向上をサポートします。

食事管理アプリ 食事管理アプリのＪＡ共済オリジナル版を無料で提供しています。

ＪＡ共済の脳トレ 脳研究の第一人者である川島隆太博士監修のＪＡ共済オリジナルの脳トレーニン
グプログラムを無料で提供しています。

ＭＣＩスクリーニング検査
の取扱施設紹介　◎

認知症の前段階である軽度認知障害（MCI）のリスクを判定する血液検査が受けら
れる医療機関を紹介しています。また、検査受診後、検査提供会社から受診特典を
提供しています。

運動トレーニングサービス
◎

オンラインで受講可能な運動プログラムを優待価格で提供しています。「頭と体の
運動教室」、「健康づくりセミナー」、「健康チェック」がパッケージ化されたプログラ
ムで認知機能の維持・向上に向けた健康づくりをサポートします。

見守りサポート　◎
ご契約者本人の見守りやご家族のサポートのために、もしもの時に駆けつけサービ
スが利用できるホームセキュリティサービスや、携帯端末での位置検索が可能な
サービスを優待価格で提供しています。

※令和8年４月１日現在の内容です。サービスのご利用には所定の条件があります。
※「◎」のサービスは提携事業者が提供するものです。

※令和8年４月１日現在の内容です。サービスのご利用には所定の条件があります。
※「◎」のサービスは提携事業者が提供するものです。

詳しくはサービス専用ホームページをご確認ください。

https://service.ja-kyosai.or.jp/

いえ

ひと

くるま

農業者向け

提供サービス

あんしんくらしプロジェクト

げんきなカラダプロジェクト

あんしんくらしプロジェクトの提供サービス例

げんきなカラダプロジェクトの提供サービス例

「げんきなカラダづくり」や「安心・安全な暮らし」に役立つサービスを提供

健康増進や防災・減災等に役立つさまざまな情報を提供

事業活動　　組合員・利用者・地域住民の皆さまへのサービスの提供Ⅱ
組合員・利用者・地域住民の皆さまへのサービスの提供
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　「あんしんくらしプロジェクト」は、「いえ・くるま・農業」分野を中心に、防災・減災、再発防止に向けて、組合員・利用
者・地域住民の皆さまの安心・安全な暮らしをサポートする取り組みです。

　「げんきなカラダプロジェクト」は、“げんきを一緒につくる”をコンセプトに、地域の暮らしを支えるJAの総合事業の
強みを最大限に活かせるよう、JAやJAグループ各団体と連携した取り組みを進めるほか、ヘルスケアに関する有用
なサービスを展開する各企業・団体とも協業した活動を展開しています。

いえ分野 家の状態の理解、防災・防犯への取り組みをサポートすることで、災害時の被害の軽減や早
期復旧につなげ、強固な家づくり（安心・安全な住まいでの暮らし）に寄与します。

くるま分野
認知機能を含めた運転技能の向上や自動車の状態に対する理解、自動車事故・盗難のリスク
低減に関する取り組みをサポートすることで、安心・安全なカーライフや事故のない社会の
実現に寄与します。

農業分野 農業経営に関するリスクの理解、予防・対策への取り組みをサポートすることで、災害や事故
時の被害軽減や再発防止につなげ、安定した農業経営に寄与します。

 ご契約者の皆さまに向けて、健康増進や防災・減災等に役立つ各種サービスを提供しています。
 

ご契約の有無を問わず、さまざまなお役立ち情報をお届けし、皆さまの健康増進や防災・減災等に向けた取り組み
をサポートします。

JA共済アプリ「脳年齢チェック・健診結果チェック」健康増進イベントの様子

住宅の修理・リフォーム
業者紹介サービス　◎

運営会社独自の加盟審査基準をクリアした住宅の修理・リフォーム業者を紹介していま
す。成約いただいた対象者には、成約金額に応じてＪＡ共済用の特典を提供しています。

住宅診断サービス　◎
中立な専門家が住宅診断（ホームインスペクション）を行う調査・アドバイスサービ
スを紹介しています。成約いただいた対象者には、成約金額に応じてＪＡ共済用の特
典を提供しています。

ホームセキュリティ
サービス　◎

自宅と暮らしを守るための、ホームセキュリティサービスを優待価格で提供してい
ます。

車両・農機等
盗難防止サービス　◎

ＪＡ共済
安全運転アプリ

安全運転診断・ドライブレコーダー・家族見守り・事故連絡機能等、日常の安全運転
をサポートするアプリを提供しています。
車両・農機等の盗難を防止するため、防犯カメラによるセキュリティサービスを優待
価格で提供しています。

安全性の高い農機紹介 サービス専用ホームページにおいて、自動車共済「農業用安全自動車割引」の対象
となる安全性の高い農機を紹介しています。

健診結果チェック 健康診断結果を入力するだけで、現在のリスク年齢や将来の入院・疾病リスク等
の確認が可能なサービスを無料で提供しています。

セルフ式検査　◎ ご自宅で気軽に腸内環境などをチェックできる郵送検査キットを優待価格で提供し、
ご自身の健康状態への意識向上をサポートします。

食事管理アプリ 食事管理アプリのＪＡ共済オリジナル版を無料で提供しています。

ＪＡ共済の脳トレ 脳研究の第一人者である川島隆太博士監修のＪＡ共済オリジナルの脳トレーニン
グプログラムを無料で提供しています。

ＭＣＩスクリーニング検査
の取扱施設紹介　◎

認知症の前段階である軽度認知障害（MCI）のリスクを判定する血液検査が受けら
れる医療機関を紹介しています。また、検査受診後、検査提供会社から受診特典を
提供しています。

運動トレーニングサービス
◎

オンラインで受講可能な運動プログラムを優待価格で提供しています。「頭と体の
運動教室」、「健康づくりセミナー」、「健康チェック」がパッケージ化されたプログラ
ムで認知機能の維持・向上に向けた健康づくりをサポートします。

見守りサポート　◎
ご契約者本人の見守りやご家族のサポートのために、もしもの時に駆けつけサービ
スが利用できるホームセキュリティサービスや、携帯端末での位置検索が可能な
サービスを優待価格で提供しています。

※令和8年４月１日現在の内容です。サービスのご利用には所定の条件があります。
※「◎」のサービスは提携事業者が提供するものです。

※令和8年４月１日現在の内容です。サービスのご利用には所定の条件があります。
※「◎」のサービスは提携事業者が提供するものです。

詳しくはサービス専用ホームページをご確認ください。

https://service.ja-kyosai.or.jp/

いえ

ひと

くるま

農業者向け

提供サービス

あんしんくらしプロジェクト

げんきなカラダプロジェクト

あんしんくらしプロジェクトの提供サービス例

げんきなカラダプロジェクトの提供サービス例

「げんきなカラダづくり」や「安心・安全な暮らし」に役立つサービスを提供

健康増進や防災・減災等に役立つさまざまな情報を提供

事業活動　　組合員・利用者・地域住民の皆さまへのサービスの提供Ⅱ
組合員・利用者・地域住民の皆さまへのサービスの提供
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　JA共済では、「農業リスク診断」を通じて、農業を取り巻くリスクの“見える化”を図るとともに、リスクの回避・軽減に
向けた対策をご提案しています。

〈農業リスク診断のイメージ〉

リスクのお知らせ
リスクの存在を

認識してもらうための
きっかけづくり

リスクチェック

リスクへの関心や
備えの有無を確認

共済等による対策

ニーズに応じた
保障を提案

農業経営の大規模化・法人化、６次産業化による多
角化などの農業構造の変化にともない、農業を取り
巻くリスクは増大・多様化しています。
このような農業環境の変化を踏まえ、JA共済では、
農業者の皆さまに対して、農業を取り巻くリスクの点
検と、それらのリスクへの対策状況の確認を行う「農
業リスク診断」をJAの営農部門とも連携して展開し
ています。

「農業リスク診断」を通じて明らかになったリスクに
対しては、JA共済と共栄火災が一体となって対策の
ご提案を行っています。
また、JA共済ホームページ上の「農業リスク診断サ
イト」でも簡易的な農業リスク診断ができます。

農業リスク診断サイト画面

農業リスク診断チェックシート

農業経営に大きな影響を及ぼす恐れのある異常
気象について、そのリスクを回避・軽減するための
各種情報・対策をご紹介します。

「農産物輸出固有のリスク」をご説明するととも
に、農産物輸出に関する各種情報をご紹介します。

多発する農作業事故について、JA共済連の共済
金支払データに基づく要因・分析結果や安全対策等
にかかる各種情報をご紹介します。

活動組織、広域活動組織の皆さまに対する保障
についてご紹介します。

　農業者の皆さまへ、JA共済のホームページ（農業者へのお役立ち情報サイト https://www.ja-kyosai.or.jp/agri/）
において、「農業リスク診断」や「農業者の皆さまに対する保障」のご案内のほか、次のような情報提供を行っ
ています。

ＪＡ共済では、「農作業事故が起こった際の保障の
提供」に加え、「農作業事故の未然防止」にも取り組む
ことで、農業者の皆さまの安全確保、リスク軽減・回避
につながる活動を進めています。
また、平成29年度より4年に一度、共済金支払デー

タに基づく農作業事故の要因・傾向の分析を行い、そ
の分析結果をＪＡ共済ホームページにて公開していま
す。あわせて、当該データを農作業安全対策に取り組
む行政機関や関係団体に提供し、共同利用を行って
います。

さらに、令和２年度からは、農作業事故の未然防止を
目的に、当事者の視点から農作業中の事故を疑似体
験できる「農作業事故体験VR」を活用した学習プログ
ラムを全国のJAにおける研修会やイベント、農業関連
団体や農業大学校、農業高校での講演会や授業など
で展開しています。
令和６年度からは、農業者・新たな担い手に向けた農
作業安全啓発にかかる特設サイト「FARMERS 1ST」を
ＪＡ共済地域貢献活動紹介ホームページ上に開設し、
情報発信をしています。

動画「明日も農業をつづけるために。」

（JA共済の地域貢献活動紹介
ホームページにて公開）

「FARMERS 1ST」特設サイト

農業リスク診断

農作業事故の未然防止活動

農業者の皆さまへの情報提供

異常気象等に対する各種対策事例 農産物輸出に関する各種情報

農作業事故に関する各種情報 活動組織などの皆さまに対する保障

事業活動Ⅱ

農業者の皆さまへの取り組み

農業者の皆さまへの取り組み
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　JA共済では、「農業リスク診断」を通じて、農業を取り巻くリスクの“見える化”を図るとともに、リスクの回避・軽減に
向けた対策をご提案しています。

〈農業リスク診断のイメージ〉

リスクのお知らせ
リスクの存在を

認識してもらうための
きっかけづくり

リスクチェック

リスクへの関心や
備えの有無を確認

共済等による対策

ニーズに応じた
保障を提案

農業経営の大規模化・法人化、６次産業化による多
角化などの農業構造の変化にともない、農業を取り
巻くリスクは増大・多様化しています。
このような農業環境の変化を踏まえ、JA共済では、
農業者の皆さまに対して、農業を取り巻くリスクの点
検と、それらのリスクへの対策状況の確認を行う「農
業リスク診断」をJAの営農部門とも連携して展開し
ています。

「農業リスク診断」を通じて明らかになったリスクに
対しては、JA共済と共栄火災が一体となって対策の
ご提案を行っています。
また、JA共済ホームページ上の「農業リスク診断サ
イト」でも簡易的な農業リスク診断ができます。

農業リスク診断サイト画面

農業リスク診断チェックシート

農業経営に大きな影響を及ぼす恐れのある異常
気象について、そのリスクを回避・軽減するための
各種情報・対策をご紹介します。

「農産物輸出固有のリスク」をご説明するととも
に、農産物輸出に関する各種情報をご紹介します。

多発する農作業事故について、JA共済連の共済
金支払データに基づく要因・分析結果や安全対策等
にかかる各種情報をご紹介します。

活動組織、広域活動組織の皆さまに対する保障
についてご紹介します。

　農業者の皆さまへ、JA共済のホームページ（農業者へのお役立ち情報サイト https://www.ja-kyosai.or.jp/agri/）
において、「農業リスク診断」や「農業者の皆さまに対する保障」のご案内のほか、次のような情報提供を行っ
ています。

ＪＡ共済では、「農作業事故が起こった際の保障の
提供」に加え、「農作業事故の未然防止」にも取り組む
ことで、農業者の皆さまの安全確保、リスク軽減・回避
につながる活動を進めています。
また、平成29年度より4年に一度、共済金支払デー

タに基づく農作業事故の要因・傾向の分析を行い、そ
の分析結果をＪＡ共済ホームページにて公開していま
す。あわせて、当該データを農作業安全対策に取り組
む行政機関や関係団体に提供し、共同利用を行って
います。

さらに、令和２年度からは、農作業事故の未然防止を
目的に、当事者の視点から農作業中の事故を疑似体
験できる「農作業事故体験VR」を活用した学習プログ
ラムを全国のJAにおける研修会やイベント、農業関連
団体や農業大学校、農業高校での講演会や授業など
で展開しています。
令和６年度からは、農業者・新たな担い手に向けた農
作業安全啓発にかかる特設サイト「FARMERS 1ST」を
ＪＡ共済地域貢献活動紹介ホームページ上に開設し、
情報発信をしています。

動画「明日も農業をつづけるために。」

（JA共済の地域貢献活動紹介
ホームページにて公開）

「FARMERS 1ST」特設サイト

農業リスク診断

農作業事故の未然防止活動

農業者の皆さまへの情報提供

異常気象等に対する各種対策事例 農産物輸出に関する各種情報

農作業事故に関する各種情報 活動組織などの皆さまに対する保障

事業活動Ⅱ

農業者の皆さまへの取り組み

農業者の皆さまへの取り組み
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　JA共済では、組合員・利用者の皆さまの理解および満足度を高め、一人ひとりのライフスタイルの変化やニーズに
あった保障を提供するとともに、共済金をもれなくご請求いただくための取り組みを行っています。

JA共済では、一人ひとりのニーズにあった共済
にご加入いただけるよう、共済・保険のご加入状況
やご意向を把握したうえで、ライフアドバイザー
（LA）が最適なプランを作成し、ご説明するととも
に、ご契約者さまのご意向に沿ったお申し込み内
容であるかなどについて、お申し込みの前にあら
ためてタブレット型端末機「Lablet’s（ラブレッツ）」
にてご確認いただきます。

Lablet’s 画面イメージ

JA共済では、「農業協同組合法」「消費者契約
法」「金融サービスの提供及び利用環境の整備等
に関する法律」などの法令に基づき、ご契約に関す
る重要な事項をご理解いただくために、「重要事項
説明書（契約概要）」※１、「重要事項説明書（注意喚
起情報）」※２、「ご契約のしおり・約款」※３等をお渡し
して、説明を行っています。

生命総合共済および建物更生共済の重要事項
説明書（注意喚起情報）について、ご覧になる方に
とってわかりやすいものとなるよう改善を図って
おり、一般社団法人 ユニバーサルコミュニケー
ションデザイン協会®の認証を取得しています。

お
申
し
込
み
か
ら
ご
契
約
締
結

※1　「重要事項説明書（契約概要）」には、ご契約内容に関する重要な事項のうち、ご契約に際して特にご確認いただきたい事項
を記載しています。

※2　「重要事項説明書（注意喚起情報）」には、ご契約に際してご契約者さまにとって不利益となる事項など、特にご注意いただ
きたい事項を記載しています。

※３　「ご契約のしおり・約款」は、冊子のお渡しにかえて、Web約款を選択することができます。「ご契約のしおり・約款」は次の２
つの部分で構成されています。

　JA共済では、「犯罪による収益の移転防止に関する法律」に基づき、新規に共済にご加入されるとき、年
金・満期共済金などをお受け取りになるときなどのお取引に際して本人確認を行っています。

自動車共済
重要事項説明書
(契約概要)

終

身

共

済

ご
契
約
の
し
お
り
・
約
款

令和8年4月

https: //www. ja-kyosai.or. jp

説明事項ご確認のお願い

この冊子は、ご契約に伴う大切なことがらを記載したものですので、かならず
ご一読いただき、内容を十分にご確認のうえ、ご契約をお申込みいただく
ようお願いいたします。
なお、後ほどお送りする共済証書とともに大切に保管し、ご活用ください。

P12

P14

P16

P43

P52

P54

P55

P59

などは、ご契約に際してぜひご理解いただきたいことがらですので、ご説明の中で
わかりにくい点がございましたら、ご加入先のJAまでお問い合わせください。

告知義務について

責任（保障）の開始について

クーリング・オフ制度について

共済金等をお支払いできない場合

共済掛金のお払込み

失効したご契約の復活

共済掛金の払込方法

ご契約の解約について

令
和
8
年
4
月

この冊子は、ご契約に伴う大切なことがらを記載したものですので、かならずご一読いただき、内容を十分にご確認のうえ、
ご契約をお申込みいただくようお願いいたします。
なお、後ほどお送りする共済証書とともに大切に保管し、ご活用ください。

かならずお読みください

約款識別記号

SYS26A

ご契約のしおり・約款生命総合共済
重要事項説明書
(注意喚起情報)

● ご契約のしおり：約款の内容を読みやすく整理し、ご契約上の重要事項や共済金等の請求、手続き等について、わかりやす
　　　　　　　　 く説明しています。
● 約款：共済契約について、「ご契約から共済金などのお支払い・消滅までの取り決めなど」を記載したものです。

ご契約者さま・被共済者さま（所定の場合）が
ご高齢の場合は、ご提案時およびご契約の手続
きを行う際に、ご親族の方に同席いただく対応
を基本としております。
また、ご親族の方に同席いただくことが困難
な場合は、ご親族の方へ電話等により契約の内
容を説明させていただくなど、ご高齢のご契約
者さま・被共済者さま（所定の場合）に対して、よ
り丁寧な対応を行っています。
ご同席または電話等により契約の内容をご説
明させていただいたご親族には、最終的な契約
内容を知ることができるよう、「高齢者対応親族

用契約内容案内書（シーリングハガキ）」を送付
しています。
＊「高齢者対応親族用契約内容案内書（シーリングハガキ）」
の送付および個人情報の取り扱いについて、ご親族の了承
を得られた場合に送付します。

さらに、将来の判断能力の低下やご自身による
お手続きが困難になった場合の備えとして、ＪＡ
共済へのご加入についてご家族に知っておいて
いただくこと、共済金等を代理請求できるよう
「指定代理請求人」にご家族を指定しておくこと
をご案内しています。

お
申
し
込
み
か
ら
ご
契
約
締
結

ご
契
約
期
間
中

JA共済では、一人ひとりに寄り添った保障の
提供とアフターフォローの実現に向けて、組合
員・利用者の皆さまに、これまでのJA共済のご利
用に対して「感謝の気持ち（サンキュー）」をお伝
えするとともに、３つの質問（Question）（「Ｑ1ご
家族の皆さまに病気やケガによる入院・手術など
はありませんでしたか？」「Ｑ２建物・家財などの被
害はありませんでしたか？」「Ｑ３ご家族の皆さま
におかわりありませんか？」）をさせていただいて
います。

「自分が加入している共済契約の現在の内容
を知りたい」というニーズにお応えするために、
マイページに登録いただいたご契約者さまへ、
毎年5月頃にご契約内容などを記載した「マイ
ページ契約案内書」をお送りします。そのほかに

も、ご契約内容により「共済掛金払込証明書」「満
期のご案内」「生存給付金のお支払のご案内」な
ど各種通知をお届けします。いずれも大切な内
容ですので、必ずご確認いただきますようお願
いします。

タブレット型端末機（Lablet’s）の3Q活動画面
ラブレッツ

＊Ｗｅｂマイページにご登録いただき、各種案内書のご連絡方法を「メールまたはSMSによるご案内のみを希望する。」としていた
だいた場合には、電子メールまたはSMSによりご案内いたします。

お申し込みからご契約締結までの手続き

ご契約期間中の情報提供

意向把握・確認の実施

ご高齢の組合員・利用者の皆さまへ配慮した取り組み

３Ｑ活動

郵送によるご契約内容などのご案内

ご契約に関する重要な事項等の説明

本人確認の実施

事業活動Ⅱ

ご契約者の皆さまへの取り組み

ご契約者の皆さまへの取り組み
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　JA共済では、組合員・利用者の皆さまの理解および満足度を高め、一人ひとりのライフスタイルの変化やニーズに
あった保障を提供するとともに、共済金をもれなくご請求いただくための取り組みを行っています。

JA共済では、一人ひとりのニーズにあった共済
にご加入いただけるよう、共済・保険のご加入状況
やご意向を把握したうえで、ライフアドバイザー
（LA）が最適なプランを作成し、ご説明するととも
に、ご契約者さまのご意向に沿ったお申し込み内
容であるかなどについて、お申し込みの前にあら
ためてタブレット型端末機「Lablet’s（ラブレッツ）」
にてご確認いただきます。

Lablet’s 画面イメージ

JA共済では、「農業協同組合法」「消費者契約
法」「金融サービスの提供及び利用環境の整備等
に関する法律」などの法令に基づき、ご契約に関す
る重要な事項をご理解いただくために、「重要事項
説明書（契約概要）」※１、「重要事項説明書（注意喚
起情報）」※２、「ご契約のしおり・約款」※３等をお渡し
して、説明を行っています。

生命総合共済および建物更生共済の重要事項
説明書（注意喚起情報）について、ご覧になる方に
とってわかりやすいものとなるよう改善を図って
おり、一般社団法人 ユニバーサルコミュニケー
ションデザイン協会®の認証を取得しています。

お
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し
込
み
か
ら
ご
契
約
締
結

※1　「重要事項説明書（契約概要）」には、ご契約内容に関する重要な事項のうち、ご契約に際して特にご確認いただきたい事項
を記載しています。

※2　「重要事項説明書（注意喚起情報）」には、ご契約に際してご契約者さまにとって不利益となる事項など、特にご注意いただ
きたい事項を記載しています。

※３　「ご契約のしおり・約款」は、冊子のお渡しにかえて、Web約款を選択することができます。「ご契約のしおり・約款」は次の２
つの部分で構成されています。

　JA共済では、「犯罪による収益の移転防止に関する法律」に基づき、新規に共済にご加入されるとき、年
金・満期共済金などをお受け取りになるときなどのお取引に際して本人確認を行っています。

自動車共済
重要事項説明書
(契約概要)

終

身
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済

ご
契
約
の
し
お
り
・
約
款

令和8年4月

https: //www. ja-kyosai.or. jp

説明事項ご確認のお願い

この冊子は、ご契約に伴う大切なことがらを記載したものですので、かならず
ご一読いただき、内容を十分にご確認のうえ、ご契約をお申込みいただく
ようお願いいたします。
なお、後ほどお送りする共済証書とともに大切に保管し、ご活用ください。

P12

P14

P16

P43

P52

P54

P55

P59

などは、ご契約に際してぜひご理解いただきたいことがらですので、ご説明の中で
わかりにくい点がございましたら、ご加入先のJAまでお問い合わせください。

告知義務について

責任（保障）の開始について

クーリング・オフ制度について

共済金等をお支払いできない場合

共済掛金のお払込み

失効したご契約の復活

共済掛金の払込方法

ご契約の解約について

令
和
8
年
4
月

この冊子は、ご契約に伴う大切なことがらを記載したものですので、かならずご一読いただき、内容を十分にご確認のうえ、
ご契約をお申込みいただくようお願いいたします。
なお、後ほどお送りする共済証書とともに大切に保管し、ご活用ください。

かならずお読みください

約款識別記号

SYS26A

ご契約のしおり・約款生命総合共済
重要事項説明書
(注意喚起情報)

● ご契約のしおり：約款の内容を読みやすく整理し、ご契約上の重要事項や共済金等の請求、手続き等について、わかりやす
　　　　　　　　 く説明しています。
● 約款：共済契約について、「ご契約から共済金などのお支払い・消滅までの取り決めなど」を記載したものです。

ご契約者さま・被共済者さま（所定の場合）が
ご高齢の場合は、ご提案時およびご契約の手続
きを行う際に、ご親族の方に同席いただく対応
を基本としております。
また、ご親族の方に同席いただくことが困難
な場合は、ご親族の方へ電話等により契約の内
容を説明させていただくなど、ご高齢のご契約
者さま・被共済者さま（所定の場合）に対して、よ
り丁寧な対応を行っています。
ご同席または電話等により契約の内容をご説
明させていただいたご親族には、最終的な契約
内容を知ることができるよう、「高齢者対応親族

用契約内容案内書（シーリングハガキ）」を送付
しています。
＊「高齢者対応親族用契約内容案内書（シーリングハガキ）」
の送付および個人情報の取り扱いについて、ご親族の了承
を得られた場合に送付します。

さらに、将来の判断能力の低下やご自身による
お手続きが困難になった場合の備えとして、ＪＡ
共済へのご加入についてご家族に知っておいて
いただくこと、共済金等を代理請求できるよう
「指定代理請求人」にご家族を指定しておくこと
をご案内しています。
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結
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中

JA共済では、一人ひとりに寄り添った保障の
提供とアフターフォローの実現に向けて、組合
員・利用者の皆さまに、これまでのJA共済のご利
用に対して「感謝の気持ち（サンキュー）」をお伝
えするとともに、３つの質問（Question）（「Ｑ1ご
家族の皆さまに病気やケガによる入院・手術など
はありませんでしたか？」「Ｑ２建物・家財などの被
害はありませんでしたか？」「Ｑ３ご家族の皆さま
におかわりありませんか？」）をさせていただいて
います。

「自分が加入している共済契約の現在の内容
を知りたい」というニーズにお応えするために、
マイページに登録いただいたご契約者さまへ、
毎年5月頃にご契約内容などを記載した「マイ
ページ契約案内書」をお送りします。そのほかに

も、ご契約内容により「共済掛金払込証明書」「満
期のご案内」「生存給付金のお支払のご案内」な
ど各種通知をお届けします。いずれも大切な内
容ですので、必ずご確認いただきますようお願
いします。

タブレット型端末機（Lablet’s）の3Q活動画面
ラブレッツ

＊Ｗｅｂマイページにご登録いただき、各種案内書のご連絡方法を「メールまたはSMSによるご案内のみを希望する。」としていた
だいた場合には、電子メールまたはSMSによりご案内いたします。

お申し込みからご契約締結までの手続き

ご契約期間中の情報提供

意向把握・確認の実施

ご高齢の組合員・利用者の皆さまへ配慮した取り組み

３Ｑ活動

郵送によるご契約内容などのご案内

ご契約に関する重要な事項等の説明

本人確認の実施

事業活動Ⅱ

ご契約者の皆さまへの取り組み

ご契約者の皆さまへの取り組み
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中

ホームページに各種共済の「ご契約のしおり・約
款」を掲載しているほか、共済金をご請求いただく
場合の手続きの流れなどを掲載しています。
また、JA共済アプリ・Webマイページにご登録
いただいたご契約者さまは、インターネット上でご
契約内容の確認、住所、電話番号、共済掛金振替
口座の変更、自動車共済の継続手続きや各種ご案
内書の閲覧などができます。

JA共済アプリ

共済金のお支払い事由が発生した場合には、ご加入先のJAにご連絡ください。共済金のご請求に必要
な書類などをJAよりご案内します。

共済金をもれなくご請求いただくため、ご加入時にお渡しする「ご契約のしおり」に、共済金のご請求に関
する留意事項を掲載しています。

ご加入いただいている建物・家財などの被災のご連絡および自動車の事故や故障のご連絡は、JA共済
アプリからも行っていただけます。また、建物・家財などの被災については、ホームページの建物事故通知
Webフォームからもご連絡いただけます。
医療共済または全入院特約の入院・手術にかかる共済金については、JA共済アプリ・Webマイページ

からご請求いただけます（ご利用には一定の条件があります。）。

共
済
金
の
ご
請
求

JA共済アプリ・Webマイページでご利用いただける主なサービス

● ご契約内容の確認 

● 共済掛金振替口座の変更

● 住所・電話番号の変更、改姓手続き

● ご家族連絡先登録・第二連絡先登録

JA共済ホームページ

■ ＪＡ共済日常生活事故対応センター

［受付時間］9時～21時
0120-628-931

ニチジョウバイショウは  ク ミ アイ

■ JA共済事故受付センター

0120-258-931
ジ   コ   は　　 ク　ミ アイ

24時間365日対応

＜日常生活賠償責任特約・日常生活事故
 弁護士費用保障特約ご加入の皆さまへ＞
日常生活での事故等の場合には

自動車事故等の場合には

※JAの営業時間内は、
ご加入先のJAまでご連絡ください。

● 自動車共済の継続手続き
● 各種ご案内書の閲覧

フリーダイヤル

フリーダイヤル

JA共済では、組合員・利用者の皆さまの多様化するニーズに確実にお応えするため、専門的な知識を持つス
タッフを養成しています。保障のご提案やアドバイスを行う「ライフアドバイザー（LA）」や窓口業務を行う「スマイ
ルサポーター」が、皆さまのさまざまなご要望にお応えできるよう知識やスキルの向上を図っています。

組合員・利用者の皆さまからのご相談にお応えし、頼りにしていただける活動を行っています。

〈研修体系（全国標準モデル）〉

　近年､組合員・利用者の皆さまから専門的かつ
広範囲なご相談が寄せられるようになってきてい
ます。
　それにお応えするため、JA共済では、ファイナン
シャルプランナー（FP）の資格の取得など、公的保

険・税務・相続などの専門的知識の習得を促進して
います。さらに健康・安全などに関するさまざまな
情報を組合員・利用者の皆さまにご提供すること
により、ライフプランニングのお役に立てるよう努
めています。

任命～1年目 ２年目以降

○推進担当者コンプライアンス
研修

○共済基礎知識研修
（共済仕組・共済税務・公的
保険編）
▶JA共済普及担当者として必要な
知識の習得

○J－WAYS修得編
▶推進活動の振り返りによるスキ
ルの習得

○公的保険制度研修
○共済契約税務研修（個人編）

など
▶組合員・利用者の皆さまからの加
入内容にかかる相談等に応じら
れる基本的な知識・スキルの習得

○保障別推進力向上
研修

▶各保障別の必要保障額の考え方を含めた基本的知識、
推進スキル向上に向けたポイントの理解・定着

○LAステップアップ研修 ▶さらにステップアップするための知識・スキルの習得

○Ｊ－ＷＡＹＳ定着編 ▶さらなるスキルアップや仲間意識の醸成

○共済契約税務研修（法人編）
○AFP試験対策講座、FP知識
活用研修

など
▶組合員・利用者の皆さまのライフ
プランを意識した問題解決型推
進活動を行うための知識・スキル
の習得

○J－WAYS基本編
○J－WAYS活動編

推進担当者
認証要件研修

ＬＡ認証
要件研修

ライフアドバイザーは、組合員・利用者の皆さまとJAをつなぐ重要なパイプ役
です。JAの顔として、さまざまなご相談にお応えするとともに、各種ご提案やア
ドバイス活動を行っています。
JA共済ではこれからも、皆さまのご要望にきめ細かく対応できるよう、研修・
教育などによるライフアドバイザーの育成とレベルアップに努めています。

推進担当者認証制度

ラブレッツ

　ライフアドバイザーが組合員・利用者の皆さまのお宅を
訪問する際には、タブレット型端末機（Lablet’s）を使い、
視覚的にわかりやすく、ご契約状況のご説明や各種情報
提供を行っています。
　また、あわせてLablet’sによる契約手続き等についても、
平成28年度から段階的に展開しています。
　Lablet’sの活用により、より一層組合員・利用者の皆さま
のご要望にお応えできるよう努めていきます。

インターネットやアプリによるご契約内容などの確認

共済金のご請求に関するご案内

JA共済アプリやインターネットを通じた被災や事故のご連絡・共済金のご請求
（24時間・365日受付）

自動車共済の事故などのご連絡

共済金のお支払い事由が発生した場合

共済金のご請求

ライフアドバイザー（LA)

タブレット型端末機（Lablet’s）の活用

事業活動　　ご契約者の皆さまへの取り組みⅡ
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ホームページに各種共済の「ご契約のしおり・約
款」を掲載しているほか、共済金をご請求いただく
場合の手続きの流れなどを掲載しています。
また、JA共済アプリ・Webマイページにご登録
いただいたご契約者さまは、インターネット上でご
契約内容の確認、住所、電話番号、共済掛金振替
口座の変更、自動車共済の継続手続きや各種ご案
内書の閲覧などができます。

JA共済アプリ

共済金のお支払い事由が発生した場合には、ご加入先のJAにご連絡ください。共済金のご請求に必要
な書類などをJAよりご案内します。

共済金をもれなくご請求いただくため、ご加入時にお渡しする「ご契約のしおり」に、共済金のご請求に関
する留意事項を掲載しています。

ご加入いただいている建物・家財などの被災のご連絡および自動車の事故や故障のご連絡は、JA共済
アプリからも行っていただけます。また、建物・家財などの被災については、ホームページの建物事故通知
Webフォームからもご連絡いただけます。
医療共済または全入院特約の入院・手術にかかる共済金については、JA共済アプリ・Webマイページ

からご請求いただけます（ご利用には一定の条件があります。）。

共
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の
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求

JA共済アプリ・Webマイページでご利用いただける主なサービス

● ご契約内容の確認 

● 共済掛金振替口座の変更

● 住所・電話番号の変更、改姓手続き

● ご家族連絡先登録・第二連絡先登録

JA共済ホームページ

■ ＪＡ共済日常生活事故対応センター

［受付時間］9時～21時
0120-628-931

ニチジョウバイショウは  ク ミ アイ

■ JA共済事故受付センター

0120-258-931
ジ   コ   は　　 ク　ミ アイ

24時間365日対応

＜日常生活賠償責任特約・日常生活事故
 弁護士費用保障特約ご加入の皆さまへ＞
日常生活での事故等の場合には

自動車事故等の場合には

※JAの営業時間内は、
ご加入先のJAまでご連絡ください。

● 自動車共済の継続手続き
● 各種ご案内書の閲覧

フリーダイヤル

フリーダイヤル

JA共済では、組合員・利用者の皆さまの多様化するニーズに確実にお応えするため、専門的な知識を持つス
タッフを養成しています。保障のご提案やアドバイスを行う「ライフアドバイザー（LA）」や窓口業務を行う「スマイ
ルサポーター」が、皆さまのさまざまなご要望にお応えできるよう知識やスキルの向上を図っています。

組合員・利用者の皆さまからのご相談にお応えし、頼りにしていただける活動を行っています。

〈研修体系（全国標準モデル）〉

　近年､組合員・利用者の皆さまから専門的かつ
広範囲なご相談が寄せられるようになってきてい
ます。
　それにお応えするため、JA共済では、ファイナン
シャルプランナー（FP）の資格の取得など、公的保

険・税務・相続などの専門的知識の習得を促進して
います。さらに健康・安全などに関するさまざまな
情報を組合員・利用者の皆さまにご提供すること
により、ライフプランニングのお役に立てるよう努
めています。

任命～1年目 ２年目以降

○推進担当者コンプライアンス
研修

○共済基礎知識研修
（共済仕組・共済税務・公的
保険編）
▶JA共済普及担当者として必要な
知識の習得

○J－WAYS修得編
▶推進活動の振り返りによるスキ
ルの習得

○公的保険制度研修
○共済契約税務研修（個人編）

など
▶組合員・利用者の皆さまからの加
入内容にかかる相談等に応じら
れる基本的な知識・スキルの習得

○保障別推進力向上
研修

▶各保障別の必要保障額の考え方を含めた基本的知識、
推進スキル向上に向けたポイントの理解・定着

○LAステップアップ研修 ▶さらにステップアップするための知識・スキルの習得

○Ｊ－ＷＡＹＳ定着編 ▶さらなるスキルアップや仲間意識の醸成

○共済契約税務研修（法人編）
○AFP試験対策講座、FP知識
活用研修

など
▶組合員・利用者の皆さまのライフ
プランを意識した問題解決型推
進活動を行うための知識・スキル
の習得

○J－WAYS基本編
○J－WAYS活動編

推進担当者
認証要件研修

ＬＡ認証
要件研修

ライフアドバイザーは、組合員・利用者の皆さまとJAをつなぐ重要なパイプ役
です。JAの顔として、さまざまなご相談にお応えするとともに、各種ご提案やア
ドバイス活動を行っています。
JA共済ではこれからも、皆さまのご要望にきめ細かく対応できるよう、研修・
教育などによるライフアドバイザーの育成とレベルアップに努めています。

推進担当者認証制度

ラブレッツ

　ライフアドバイザーが組合員・利用者の皆さまのお宅を
訪問する際には、タブレット型端末機（Lablet’s）を使い、
視覚的にわかりやすく、ご契約状況のご説明や各種情報
提供を行っています。
　また、あわせてLablet’sによる契約手続き等についても、
平成28年度から段階的に展開しています。
　Lablet’sの活用により、より一層組合員・利用者の皆さま
のご要望にお応えできるよう努めていきます。

インターネットやアプリによるご契約内容などの確認

共済金のご請求に関するご案内

JA共済アプリやインターネットを通じた被災や事故のご連絡・共済金のご請求
（24時間・365日受付）

自動車共済の事故などのご連絡

共済金のお支払い事由が発生した場合

共済金のご請求

ライフアドバイザー（LA)

タブレット型端末機（Lablet’s）の活用

事業活動　　ご契約者の皆さまへの取り組みⅡ
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〈研修体系（全国標準モデル）〉

任命～1年目 ２年目以降

▶長期共済における窓口対応の
知識・スキルの習得

○Ｊ－ＳＭＩＬＥ 長期編
（LA連携コース/窓口提案コース）
○公的保険制度研修
○共済契約税務研修（個人編）

など

○共済基礎知識研修
　（契約事務編）

スマイルサポーター
認証要件研修

スマイルサポーターは、住所変更や名義変更などの各種お手続き、入院時や罹災時
の共済金のご請求、保障のご相談などについて、ＪＡ窓口を中心に対応しています。
JA共済では、満足度の向上をめざし、組合員・利用者の皆さまからのさまざまなご要
望に窓口対応や電話応対などでお応えできるよう、スマイルサポーターの育成に努め
ています。

必須研修

▶共済事務全般の流れを理解し、
基本的な事務処理を行うスキル
の習得

◯JA審査員養成研修（共通コース）

▶自動車共済における窓口対応の
知識・スキルの習得

○Ｊ－ＳＭＩＬＥ 自動車編
（知識コース／グレードアップ
コース／新規提案コース）

▶窓口対応の基本的なスキルの習得

○Ｊ－ＳＭＩＬＥ 窓口の基本編

JA共済では、組合員・利用者の皆さまの多様化するニーズに確実にお応えするため、より高いレベルの専門能力を持
つ職員の養成に取り組んでいます。

JA共済幕張研修センターは、千葉県千葉市にある
幕張新都心において、快適な研修受講環境を備えた
研修施設として運営しています。一般研修のほか自
動車研修、建物研修、医療費研修などJA共済事業と
しての総合的な研修が行える施設です。

少人数でのグループ討議や大人数での座学研修な
ど、さまざまな研修スタイルに対応可能な教室と、生命
総合共済、建物更生共済、自動車共済等にかかる専門
的な知識・技法を効果的に学ぶことができる教室や展
示室を備えています。

建物更生共済の損害査定実習のための研修室 自動車共済の損害査定実習のための研修室医療器具などを展示した医療展示室

オンライン研修と集合研修の融合を可能とする人材育成支援システム「ＣＡＲＥＥＲＳＨＩＰ」を活用し、職員の専門知識
習得やスキルのさらなる定着を図っています。

○推進担当者コンプライアンス
研修

○共済基礎知識研修
（共済仕組・共済税務・公的
保険編）
▶JA共済普及担当者として必要な
知識の習得

○J－WAYS基本編
○J－WAYS活動編

推進担当者
認証要件研修

スマイルサポーター

より高いレベルの専門能力を持つ職員を養成するために

人材育成支援システム「CAREERSHIP〔キャリアシップ〕」

JA共済幕張研修センター

　JA共済は、保障の提供だけではなく、病気や事故などの未然防止と、万一の際の事後支援についても社会的責
任と捉え、「くらし・営農」「ひと」「いえ」「くるま」といったさまざまな分野においてJAと一体となり地域に根ざした
地域貢献活動に積極的に取り組んでいます。
　これからも保障の提供とこれらの地域貢献活動を通じて地域からの信頼と地域との絆を大切に育みながら、組
合員・地域の皆さまが住み慣れた地域で、健康で、安全に、そして安心して暮らし続けられる豊かな環境づくりに
貢献していきます。

～地域に暮らす皆さまが、健康で安心して暮らせるために～

くらし・営農分野
地域に根ざしたくらしや営農を支えるために、地域社会との絆づくりや、相互扶助(助け合
い)の精神を次代に伝える文化・生活支援活動のほか、農業経営に貢献するための農業振興
活動や環境保全活動に取り組んでいます。

ひと分野
いつまでも元気で生き生きと健康な毎日を送るために役立つ健康管理・増進活動をはじめ、
高齢者を支える介護・福祉活動など、助け合いの精神に基づき、地域の皆さまの健やかな暮
らしを支えるさまざまな活動に取り組んでいます。

いえ分野
万が一に備える防災対策活動をはじめ、自然災害などの被害に見舞われた際の救援活動
や、被災後の復旧・復興に向けた支援まで、地域の安全・安心を守るため段階に応じたさまざ
まな活動に取り組んでいます。

くるま分野
交通事故のない社会を目指し、事故に遭わない、起こさないための交通事故未然防止活動
や交通事故被害者やそのご家族を支える支援活動など地域の交通安全意識の向上につな
がるさまざまな活動に取り組んでいます。

くらし・営農

ひと

いえ

くるま

日本地図から出ている新
芽は、全国各地の活動が、
地域に根付くようにという
想いを、そして「貢献」の文字
が手を取りあっている様子
は、地域の皆さまとJA共済
が手を取りあって支えあう
姿をイメージしたロゴマーク
です。

地域貢献活動の取り組み

JA共済の取り組み 地域貢献活動のロゴマーク

JA共済の地域貢献活動の概要

事業活動　　推進担当者認証制度Ⅱ
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〈研修体系（全国標準モデル）〉

任命～1年目 ２年目以降

▶長期共済における窓口対応の
知識・スキルの習得

○Ｊ－ＳＭＩＬＥ 長期編
（LA連携コース/窓口提案コース）
○公的保険制度研修
○共済契約税務研修（個人編）

など

○共済基礎知識研修
　（契約事務編）

スマイルサポーター
認証要件研修

スマイルサポーターは、住所変更や名義変更などの各種お手続き、入院時や罹災時
の共済金のご請求、保障のご相談などについて、ＪＡ窓口を中心に対応しています。
JA共済では、満足度の向上をめざし、組合員・利用者の皆さまからのさまざまなご要
望に窓口対応や電話応対などでお応えできるよう、スマイルサポーターの育成に努め
ています。

必須研修

▶共済事務全般の流れを理解し、
基本的な事務処理を行うスキル
の習得

◯JA審査員養成研修（共通コース）

▶自動車共済における窓口対応の
知識・スキルの習得

○Ｊ－ＳＭＩＬＥ 自動車編
（知識コース／グレードアップ
コース／新規提案コース）

▶窓口対応の基本的なスキルの習得

○Ｊ－ＳＭＩＬＥ 窓口の基本編

JA共済では、組合員・利用者の皆さまの多様化するニーズに確実にお応えするため、より高いレベルの専門能力を持
つ職員の養成に取り組んでいます。

JA共済幕張研修センターは、千葉県千葉市にある
幕張新都心において、快適な研修受講環境を備えた
研修施設として運営しています。一般研修のほか自
動車研修、建物研修、医療費研修などJA共済事業と
しての総合的な研修が行える施設です。

少人数でのグループ討議や大人数での座学研修な
ど、さまざまな研修スタイルに対応可能な教室と、生命
総合共済、建物更生共済、自動車共済等にかかる専門
的な知識・技法を効果的に学ぶことができる教室や展
示室を備えています。

建物更生共済の損害査定実習のための研修室 自動車共済の損害査定実習のための研修室医療器具などを展示した医療展示室

オンライン研修と集合研修の融合を可能とする人材育成支援システム「ＣＡＲＥＥＲＳＨＩＰ」を活用し、職員の専門知識
習得やスキルのさらなる定着を図っています。

○推進担当者コンプライアンス
研修

○共済基礎知識研修
（共済仕組・共済税務・公的
保険編）
▶JA共済普及担当者として必要な
知識の習得

○J－WAYS基本編
○J－WAYS活動編

推進担当者
認証要件研修

スマイルサポーター

より高いレベルの専門能力を持つ職員を養成するために

人材育成支援システム「CAREERSHIP〔キャリアシップ〕」

JA共済幕張研修センター

　JA共済は、保障の提供だけではなく、病気や事故などの未然防止と、万一の際の事後支援についても社会的責
任と捉え、「くらし・営農」「ひと」「いえ」「くるま」といったさまざまな分野においてJAと一体となり地域に根ざした
地域貢献活動に積極的に取り組んでいます。
　これからも保障の提供とこれらの地域貢献活動を通じて地域からの信頼と地域との絆を大切に育みながら、組
合員・地域の皆さまが住み慣れた地域で、健康で、安全に、そして安心して暮らし続けられる豊かな環境づくりに
貢献していきます。

～地域に暮らす皆さまが、健康で安心して暮らせるために～

くらし・営農分野
地域に根ざしたくらしや営農を支えるために、地域社会との絆づくりや、相互扶助(助け合
い)の精神を次代に伝える文化・生活支援活動のほか、農業経営に貢献するための農業振興
活動や環境保全活動に取り組んでいます。

ひと分野
いつまでも元気で生き生きと健康な毎日を送るために役立つ健康管理・増進活動をはじめ、
高齢者を支える介護・福祉活動など、助け合いの精神に基づき、地域の皆さまの健やかな暮
らしを支えるさまざまな活動に取り組んでいます。

いえ分野
万が一に備える防災対策活動をはじめ、自然災害などの被害に見舞われた際の救援活動
や、被災後の復旧・復興に向けた支援まで、地域の安全・安心を守るため段階に応じたさまざ
まな活動に取り組んでいます。

くるま分野
交通事故のない社会を目指し、事故に遭わない、起こさないための交通事故未然防止活動
や交通事故被害者やそのご家族を支える支援活動など地域の交通安全意識の向上につな
がるさまざまな活動に取り組んでいます。

くらし・営農

ひと

いえ

くるま

日本地図から出ている新
芽は、全国各地の活動が、
地域に根付くようにという
想いを、そして「貢献」の文字
が手を取りあっている様子
は、地域の皆さまとJA共済
が手を取りあって支えあう
姿をイメージしたロゴマーク
です。

地域貢献活動の取り組み

JA共済の取り組み 地域貢献活動のロゴマーク

JA共済の地域貢献活動の概要

事業活動　　推進担当者認証制度Ⅱ
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組合員・地域住民の皆さまが豊かで安心して暮らすことのできる地域社会づくりをめざし、さまざまな取り組みを
行っています。

全国各地のJAでは、豊かで安心して暮らすことのできる地域社会
づくりに向けて、組合員・地域住民の皆さまが参加することのでき
る、さまざまなイベントを開催しています。こうしたイベントを支援
し、より多くの地域の皆さまに参加いただき、JAの魅力を知っていた
だくことを目的に、全国の放送局と連携して、各地域に縁のあるタレ
ント等を「JA共済アンバサダー」に任命しています。
「JA共済アンバサダー」は、地域の皆さまと一緒にイベントに参加し、
イベントブースのレポートやステージへの出演、来場された方々との対
話等を通じて、来場された皆さまがより楽しめるイベントづくりを支援す
るほか、自身のSNSやテレビ放映を通じてJAのイベント情報を発信する
ことで、JAの地域に根ざした取り組みを日本中に広く発信しています。

令和8年4月に「交通反則通告制度(通称:青切符)」が導入されること
を受け、青切符の対象が16歳以上となること、さらに自転車乗用中の
死傷者数が最も多くなる年代であることから、高校生を対象とした自
転車交通安全教育教材を制作しました。
制作した資材は高校の授業で活用できるよう、ドラマ仕立ての動画、
グループディスカッション用ワークシート、振り返り用チラシ、教師用資
料からなるもので、JA共済の地域貢献活動紹介ホームページ「ちいき
のきずな」内に特設サイトを開設し公開するとともに、全国の高校あて
に案内しました。また、全国の警察署にDVDを寄贈しました。

「自転車交通安全ゲーム」特設サイト

JA共済アンバサダー活動の様子

全国各地で実施する「JA共済の地域貢献活動」の取り組みを各地
域の「食や人の魅力」と合わせて発信しています。
地域の皆さまにご参加いただけるJA共済の地域貢献活動イベント
の情報や、地域の農畜産物を活用したレシピ、地域農業者の魅力を
知っていただけるコンテンツなど、幅広くお楽しみいただける情報を
投稿しています。

JA共済アンバサダーロゴマーク

Instagram「どやふる/
DOYAFUL Powered by 
JA共済」

地域貢献活動トピックス

自転車の交通事故未然防止に向けた取り組み

「JA共済アンバサダー」の取り組み

Instagram「どやふる/DOYAFUL Powered by JA共済」の取り組み

JA共済アンバサダーが参加する地域貢献活動イベント情報

どなたでもご参加いただける、全国各地のJAによる地域貢献活動イ
ベントの開催情報を毎日更新しています。

「地域貢献活動イベント情報」特設サイト

未来を担う小・中学生に、「相互扶助」と思いやりの大切さを伝
えるとともに、書写教育に貢献することを目的に書道コンクール
を、交通安全への意識を高め幅広く社会に呼びかけることを目
的に交通安全ポスターコンクールを全国ならびに各都道府県に
て開催しています。
令和7年度の第69回書道コンクール、第54回交通安全ポス

ターコンクールにはあわせて100万点を超える応募がありまし
た。日本最大級のコンクールとなっており、何世代にもわたり多
くの方にご応募いただいています。

内閣府特命担当大臣賞
小1　川瀬 絢子さん

農林水産大臣賞
中2　佐々木 楠乃さん

農作業事故の未然防止を目的に、当事者の視点から農作業中の
事故を疑似体験できる「農作業事故体験ＶＲ」を活用した学習プロ
グラムを全国のＪＡにおける研修会やイベント、農業関連団体や農
業大学校、農業高校での講習会や授業などで展開しています。
「農作業事故体験ＶＲ」は、公益財団法人 日本デザイン振興会
が運営する「2020年度グッドデザイン賞」を受賞しました。
また、農業者・新たな担い手に向けた農作業安全啓発にかかる
特設サイト「FARMERS 1ST」をＪＡ共済の地域貢献活動紹介ホー
ムページ上に開設し、情報発信をしています。

ＶＲ体験の様子

「ＪＡ共済プレゼンツ　それいけ！アンパンマンミニショー＆握
手会」では、一部のコーナーで食育をテーマとしたＪＡ共済オリ
ジナル絵本の配布や地元特産品の展示を行い、ミニショーへご
来場いただいた親子に、楽しみながら地域の「食」と「農業」につ
いて考えるきっかけを提供しています。 ミニショー＆握手会の様子

やなせたかし／フレーベル館・ＴＭＳ・ＮＴＶ

｢FARMERS 1ST｣特設サイト

農業経営に貢献するために、農作業事故の未然防止活動、食育イベントや農業体験の開催支援、新たな担い手
のための支援をはじめ、さまざまな農業振興活動に取り組んでいます。
また、地域社会との絆づくりや、ＪＡ共済の理念である相互扶助（助け合い）の精神を次代に伝えるための文化支
援活動や生活支援活動、環境保全活動に取り組んでいます。

くらし・営農（農業振興／文化支援／生活支援／環境保全／協同）
くらし・営農

農作業中の事故を防ぐために

地域住民・次世代の子どもたちの文化・生活支援のために

農作業事故体験ＶＲを活用した学習プログラムの展開

小・中学生 書道・交通安全ポスターコンクールの開催

ＪＡ共済プレゼンツ　それいけ！アンパンマンミニショー
＆握手会の開催

地域貢献活動Ⅲ
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組合員・地域住民の皆さまが豊かで安心して暮らすことのできる地域社会づくりをめざし、さまざまな取り組みを
行っています。

全国各地のJAでは、豊かで安心して暮らすことのできる地域社会
づくりに向けて、組合員・地域住民の皆さまが参加することのでき
る、さまざまなイベントを開催しています。こうしたイベントを支援
し、より多くの地域の皆さまに参加いただき、JAの魅力を知っていた
だくことを目的に、全国の放送局と連携して、各地域に縁のあるタレ
ント等を「JA共済アンバサダー」に任命しています。
「JA共済アンバサダー」は、地域の皆さまと一緒にイベントに参加し、
イベントブースのレポートやステージへの出演、来場された方々との対
話等を通じて、来場された皆さまがより楽しめるイベントづくりを支援す
るほか、自身のSNSやテレビ放映を通じてJAのイベント情報を発信する
ことで、JAの地域に根ざした取り組みを日本中に広く発信しています。

令和8年4月に「交通反則通告制度(通称:青切符)」が導入されること
を受け、青切符の対象が16歳以上となること、さらに自転車乗用中の
死傷者数が最も多くなる年代であることから、高校生を対象とした自
転車交通安全教育教材を制作しました。
制作した資材は高校の授業で活用できるよう、ドラマ仕立ての動画、
グループディスカッション用ワークシート、振り返り用チラシ、教師用資
料からなるもので、JA共済の地域貢献活動紹介ホームページ「ちいき
のきずな」内に特設サイトを開設し公開するとともに、全国の高校あて
に案内しました。また、全国の警察署にDVDを寄贈しました。

「自転車交通安全ゲーム」特設サイト

JA共済アンバサダー活動の様子

全国各地で実施する「JA共済の地域貢献活動」の取り組みを各地
域の「食や人の魅力」と合わせて発信しています。
地域の皆さまにご参加いただけるJA共済の地域貢献活動イベント
の情報や、地域の農畜産物を活用したレシピ、地域農業者の魅力を
知っていただけるコンテンツなど、幅広くお楽しみいただける情報を
投稿しています。

JA共済アンバサダーロゴマーク

Instagram「どやふる/
DOYAFUL Powered by 
JA共済」

地域貢献活動トピックス

自転車の交通事故未然防止に向けた取り組み

「JA共済アンバサダー」の取り組み

Instagram「どやふる/DOYAFUL Powered by JA共済」の取り組み

JA共済アンバサダーが参加する地域貢献活動イベント情報

どなたでもご参加いただける、全国各地のJAによる地域貢献活動イ
ベントの開催情報を毎日更新しています。

「地域貢献活動イベント情報」特設サイト

未来を担う小・中学生に、「相互扶助」と思いやりの大切さを伝
えるとともに、書写教育に貢献することを目的に書道コンクール
を、交通安全への意識を高め幅広く社会に呼びかけることを目
的に交通安全ポスターコンクールを全国ならびに各都道府県に
て開催しています。
令和7年度の第69回書道コンクール、第54回交通安全ポス

ターコンクールにはあわせて100万点を超える応募がありまし
た。日本最大級のコンクールとなっており、何世代にもわたり多
くの方にご応募いただいています。

内閣府特命担当大臣賞
小1　川瀬 絢子さん

農林水産大臣賞
中2　佐々木 楠乃さん

農作業事故の未然防止を目的に、当事者の視点から農作業中の
事故を疑似体験できる「農作業事故体験ＶＲ」を活用した学習プロ
グラムを全国のＪＡにおける研修会やイベント、農業関連団体や農
業大学校、農業高校での講習会や授業などで展開しています。
「農作業事故体験ＶＲ」は、公益財団法人 日本デザイン振興会
が運営する「2020年度グッドデザイン賞」を受賞しました。
また、農業者・新たな担い手に向けた農作業安全啓発にかかる
特設サイト「FARMERS 1ST」をＪＡ共済の地域貢献活動紹介ホー
ムページ上に開設し、情報発信をしています。

ＶＲ体験の様子

「ＪＡ共済プレゼンツ　それいけ！アンパンマンミニショー＆握
手会」では、一部のコーナーで食育をテーマとしたＪＡ共済オリ
ジナル絵本の配布や地元特産品の展示を行い、ミニショーへご
来場いただいた親子に、楽しみながら地域の「食」と「農業」につ
いて考えるきっかけを提供しています。 ミニショー＆握手会の様子

やなせたかし／フレーベル館・ＴＭＳ・ＮＴＶ

｢FARMERS 1ST｣特設サイト

農業経営に貢献するために、農作業事故の未然防止活動、食育イベントや農業体験の開催支援、新たな担い手
のための支援をはじめ、さまざまな農業振興活動に取り組んでいます。
また、地域社会との絆づくりや、ＪＡ共済の理念である相互扶助（助け合い）の精神を次代に伝えるための文化支
援活動や生活支援活動、環境保全活動に取り組んでいます。

くらし・営農（農業振興／文化支援／生活支援／環境保全／協同）
くらし・営農

農作業中の事故を防ぐために

地域住民・次世代の子どもたちの文化・生活支援のために

農作業事故体験ＶＲを活用した学習プログラムの展開

小・中学生 書道・交通安全ポスターコンクールの開催

ＪＡ共済プレゼンツ　それいけ！アンパンマンミニショー
＆握手会の開催

地域貢献活動Ⅲ
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県域での主な取り組み

次世代を担う学生に対し、農業の可能性や地域の課題、さらに
は地域におけるＳＤＧｓや農福連携の取り組み等について学ぶ機
会を設けることで、農業、地域、ひいてはＪＡグループに対する関
心を高めることを目的として、平成24年度から早稲田大学に寄
附講座を設置しています。
※平成30年度～令和３年度は聖心女子大学にも寄附講座を設置。

フィールドワークの様子

「野球というチームプレイを通じて健全な社会性を養い、強健
な身体の育成と健全な精神の醸成に寄与すること」などを目的
とし、公益財団法人 日本リトルリーグ野球協会および一般財団
法人 日本リトルシニア中学硬式野球協会の活動に協賛してい
ます。
日々の運動を楽しむ子どもたちから国際大会をめざす子ども
たちまで、小・中学生の健康で健全な心身の育成に貢献してい
ます。

大会の様子（リトルリーグ）

大会の様子（リトルシニア）

農作業の軽労化・効率化支援を目的に、先進機器等（ドローンなど）を寄贈しています。
農作業時の負担軽減や作業時間の短縮を図ることで、農業者の所得増大・農業生産の拡大に貢献しています。

農薬散布用ドローンの寄贈自動抑草ロボットの寄贈

農業体験の様子

健全な食生活を実現するための食農教育活動や、生産者
を育成するための農業塾開催に取り組んでいます。
農業体験学習や親子料理教室は、小学校と連携した取り
組みも多く、多様な組織と連携して実施することから、地域
とのつながり強化にも貢献しています。

日本リトルリーグ野球協会・日本リトルシニア中学硬式野球協会への協賛

早稲田大学への寄附講座の設置

食育イベント・農業体験の開催支援

農作業効率化の支援

レインボー体操は、心臓に負担をかけないやさしい
動きで、全身の血液の流れをよくする健康体操です。
いつでも、どこでも、誰にでもできますので、体力に自
信のない方、高齢者にも安全に行っていただけます。
いろいろな音楽にあわせて楽しく体を動かしながら、
病気予防・健康づくりを推進しています。

レインボー体操の様子

健康・介護ほっとライン

看護師・介護支援専門員（ケアマネジャー）・医師
（精神科・心療内科を除く）・栄養士による電話相談
●お名前は伺いませんので安心してご利用ください。

無料 受付時間 24時間・365日

0120-481-536
シアワセイチバン コンサルタント

（ほっとちゃん）

生活習慣病予防や肥満などの健康相談、医療機関
の情報提供、育児・介護などのご相談を専門スタッフ
がフリーダイヤルでお受けしています。
また、JA共済の地域貢献活動紹介ホームページより、
病気・症状に加え、妊娠・出産や応急処置に関する情報、
全国の医療機関などをWEBサイトから検索いただける
「みんなの家庭の医学WEB版」もご覧いただけます。

親子で体を動かす楽しさを体験していただく運動
プログラムです。「幼児期運動指針」（文部科学省）に
基づく「幼少期に身につけたい36の基本動作」のうち
「なげる」「うつ」「ける」の3つの動作を中心に、ゲーム
形式で遊びながら体験することができます。

ちょいムズチャレンジの様子

組合員・地域住民の皆さまのくらしを支えることを
目的に、健康づくりを応援する「JA共済しあわせ健康
教室」を展開し、健康づくりや介護予防などのテーマ
で講演や体操指導を行います。また、JAなどの介護
施設の要請に応じて、職員研修を行い、質的向上を図
る「介護ノウハウ提供活動」を展開しています。いずれ
も農協共済中伊豆リハビリテーションセンター、農協
共済別府リハビリテーションセンターの作業療法士、
理学療法士などの専門家を派遣して展開しています。

JA共済しあわせ健康教室

元気な生活をおくるために役立つ健康管理・増進活動をはじめ、介護・福祉活動など、助け合いの精神でさま
ざまな活動に取り組んでいます。

ひと（健康管理・増進／介護・福祉）
ひと

元気な生活をおくるために

レインボー体操の普及

JA共済しあわせ健康教室・介護ノウハウ提供活動

健康・介護ほっとラインの開設

ちょいムズチャレンジの開催

地域貢献活動　　くらし・営農（農業振興／文化支援／生活支援／環境保全／協同）Ⅲ
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県域での主な取り組み

次世代を担う学生に対し、農業の可能性や地域の課題、さらに
は地域におけるＳＤＧｓや農福連携の取り組み等について学ぶ機
会を設けることで、農業、地域、ひいてはＪＡグループに対する関
心を高めることを目的として、平成24年度から早稲田大学に寄
附講座を設置しています。
※平成30年度～令和３年度は聖心女子大学にも寄附講座を設置。

フィールドワークの様子

「野球というチームプレイを通じて健全な社会性を養い、強健
な身体の育成と健全な精神の醸成に寄与すること」などを目的
とし、公益財団法人 日本リトルリーグ野球協会および一般財団
法人 日本リトルシニア中学硬式野球協会の活動に協賛してい
ます。
日々の運動を楽しむ子どもたちから国際大会をめざす子ども
たちまで、小・中学生の健康で健全な心身の育成に貢献してい
ます。

大会の様子（リトルリーグ）

大会の様子（リトルシニア）

農作業の軽労化・効率化支援を目的に、先進機器等（ドローンなど）を寄贈しています。
農作業時の負担軽減や作業時間の短縮を図ることで、農業者の所得増大・農業生産の拡大に貢献しています。

農薬散布用ドローンの寄贈自動抑草ロボットの寄贈

農業体験の様子

健全な食生活を実現するための食農教育活動や、生産者
を育成するための農業塾開催に取り組んでいます。
農業体験学習や親子料理教室は、小学校と連携した取り
組みも多く、多様な組織と連携して実施することから、地域
とのつながり強化にも貢献しています。

日本リトルリーグ野球協会・日本リトルシニア中学硬式野球協会への協賛

早稲田大学への寄附講座の設置

食育イベント・農業体験の開催支援

農作業効率化の支援

レインボー体操は、心臓に負担をかけないやさしい
動きで、全身の血液の流れをよくする健康体操です。
いつでも、どこでも、誰にでもできますので、体力に自
信のない方、高齢者にも安全に行っていただけます。
いろいろな音楽にあわせて楽しく体を動かしながら、
病気予防・健康づくりを推進しています。

レインボー体操の様子

健康・介護ほっとライン

看護師・介護支援専門員（ケアマネジャー）・医師
（精神科・心療内科を除く）・栄養士による電話相談
●お名前は伺いませんので安心してご利用ください。

無料 受付時間 24時間・365日

0120-481-536
シアワセイチバン コンサルタント

（ほっとちゃん）

生活習慣病予防や肥満などの健康相談、医療機関
の情報提供、育児・介護などのご相談を専門スタッフ
がフリーダイヤルでお受けしています。
また、JA共済の地域貢献活動紹介ホームページより、
病気・症状に加え、妊娠・出産や応急処置に関する情報、
全国の医療機関などをWEBサイトから検索いただける
「みんなの家庭の医学WEB版」もご覧いただけます。

親子で体を動かす楽しさを体験していただく運動
プログラムです。「幼児期運動指針」（文部科学省）に
基づく「幼少期に身につけたい36の基本動作」のうち
「なげる」「うつ」「ける」の3つの動作を中心に、ゲーム
形式で遊びながら体験することができます。

ちょいムズチャレンジの様子

組合員・地域住民の皆さまのくらしを支えることを
目的に、健康づくりを応援する「JA共済しあわせ健康
教室」を展開し、健康づくりや介護予防などのテーマ
で講演や体操指導を行います。また、JAなどの介護
施設の要請に応じて、職員研修を行い、質的向上を図
る「介護ノウハウ提供活動」を展開しています。いずれ
も農協共済中伊豆リハビリテーションセンター、農協
共済別府リハビリテーションセンターの作業療法士、
理学療法士などの専門家を派遣して展開しています。

JA共済しあわせ健康教室

元気な生活をおくるために役立つ健康管理・増進活動をはじめ、介護・福祉活動など、助け合いの精神でさま
ざまな活動に取り組んでいます。

ひと（健康管理・増進／介護・福祉）
ひと

元気な生活をおくるために

レインボー体操の普及

JA共済しあわせ健康教室・介護ノウハウ提供活動

健康・介護ほっとラインの開設

ちょいムズチャレンジの開催

地域貢献活動　　くらし・営農（農業振興／文化支援／生活支援／環境保全／協同）Ⅲ
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県域での主な取り組み

健康管理に役立つ講演やヘルスチェックを行
う等、健康増進イベント等の開催を支援していま
す。
組合員や地域住民の皆さまの健康管理の意
識付けや健康づくりを推進しています。

健康増進イベント

認知症予防の講演や介護相談を行うなど、介
護イベント等の開催を支援しています。
高齢化社会においても、組合員・地域住民の
皆さまが、健康に安心して暮らせる地域社会づく
りに貢献しています。

家族介護教室の様子

❻鳥取県・鳥取温泉「ホテルモナーク鳥取」※
〒680-0834 鳥取県鳥取市永楽温泉町403
TEL.0857-20-0101　客室数：108室

❺和歌山県・南紀白浜温泉「癒しの宿クアハウス白浜」 
〒649-2211 和歌山県西牟婁郡白浜町3102
TEL.0739-42-4175　客室数：42室

❹兵庫県・城崎温泉「あさぎり荘」※
〒669-6101 兵庫県豊岡市城崎町湯島876
TEL.0796-32-2921　客室数：35室

❸石川県・柴山温泉「ホテル翠湖」※
〒922-0402 石川県加賀市柴山町し50
TEL.0761-74-5588　客室数：22室

❷富山県・雨晴温泉「磯はなび」※
〒933-0133 富山県高岡市太田88-1
TEL.0766-44-6161　客室数：50室

❶福島県・飯坂温泉「摺上亭大鳥」※
〒960-0201 福島県福島市飯坂町字中ノ内24-3
TEL.024-542-4184　客室数：59室

❼佐賀県・武雄温泉「ホテル春慶屋」※
〒843-0022 佐賀県武雄市武雄町大字武雄7407
TEL.0954-22-2101　客室数：24室

❽宮崎県・日南海岸青島温泉「ホテル青島サンクマール」※
〒889-2164 宮崎県宮崎市大字折生迫7408
TEL.0985-55-4390　客室数：40室 ※ JA共済連の子会社において営まれている宿泊保養施設です。

健康管理・増進活動への支援機能として、全国8か所の宿泊保養施設を運営しています。
JA共済の宿泊保養施設の運営

介護イベント等の開催支援

健康増進イベントの開催支援

災害シート　大きさ：3.6m×5.4m（12畳）

自然災害などでお住まいに被害を受けられた方
に、JAを通じて災害シートを無償で配布しています。
令和7年10月台風22号（東京都ほか）などでも災
害シートをお配りし、災害からの復興に向けたサポー
トをしました。

「ザブトン教授の防災教室」特設サイト

※JA共済のご契約者さまで一定の要件を満たす場合に限ります。
災害キット(マスク・軍手・タオル)

自然災害などで被害を受けられた方に、JAを通じ
て災害キットを無償で配布しています。
令和7年8月大雨（熊本県ほか）などで災害キットを

お配りしました。

イス型の地震動体験装置「地震ザブトン」で過去に
発生した大地震や今後想定される大地震のリアルな
揺れを体験し、家具固定など日頃から地震に備えるこ
との必要性を再認識していただく体験学習型プログ
ラムを展開しています。
また、家具転倒防止の対策などをクイズで学ぶこ

とができる特設サイトをＪＡ共済の地域貢献活動紹介
ホームページ上に公開し、情報発信をしています。 地震ザブトン体験の様子

　万が一に備える防災対策活動のほか、自然災害などの被害にあわれた際の救援活動から復興支援に至るま
で、さまざまな活動に取り組んでいます。

いえ（防災対策／災害救援／復興支援）
いえ

防災・災害救援のために

災害シートの無償配布※

ザブトン教授の防災教室の開催

災害キットの無償配布※

地域貢献活動　　ひと（健康管理・増進／介護・福祉）Ⅲ
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県域での主な取り組み

健康管理に役立つ講演やヘルスチェックを行
う等、健康増進イベント等の開催を支援していま
す。
組合員や地域住民の皆さまの健康管理の意
識付けや健康づくりを推進しています。

健康増進イベント

認知症予防の講演や介護相談を行うなど、介
護イベント等の開催を支援しています。
高齢化社会においても、組合員・地域住民の
皆さまが、健康に安心して暮らせる地域社会づく
りに貢献しています。

家族介護教室の様子

❻鳥取県・鳥取温泉「ホテルモナーク鳥取」※
〒680-0834 鳥取県鳥取市永楽温泉町403
TEL.0857-20-0101　客室数：108室

❺和歌山県・南紀白浜温泉「癒しの宿クアハウス白浜」 
〒649-2211 和歌山県西牟婁郡白浜町3102
TEL.0739-42-4175　客室数：42室

❹兵庫県・城崎温泉「あさぎり荘」※
〒669-6101 兵庫県豊岡市城崎町湯島876
TEL.0796-32-2921　客室数：35室

❸石川県・柴山温泉「ホテル翠湖」※
〒922-0402 石川県加賀市柴山町し50
TEL.0761-74-5588　客室数：22室

❷富山県・雨晴温泉「磯はなび」※
〒933-0133 富山県高岡市太田88-1
TEL.0766-44-6161　客室数：50室

❶福島県・飯坂温泉「摺上亭大鳥」※
〒960-0201 福島県福島市飯坂町字中ノ内24-3
TEL.024-542-4184　客室数：59室

❼佐賀県・武雄温泉「ホテル春慶屋」※
〒843-0022 佐賀県武雄市武雄町大字武雄7407
TEL.0954-22-2101　客室数：24室

❽宮崎県・日南海岸青島温泉「ホテル青島サンクマール」※
〒889-2164 宮崎県宮崎市大字折生迫7408
TEL.0985-55-4390　客室数：40室 ※ JA共済連の子会社において営まれている宿泊保養施設です。

健康管理・増進活動への支援機能として、全国8か所の宿泊保養施設を運営しています。
JA共済の宿泊保養施設の運営

介護イベント等の開催支援

健康増進イベントの開催支援

災害シート　大きさ：3.6m×5.4m（12畳）

自然災害などでお住まいに被害を受けられた方
に、JAを通じて災害シートを無償で配布しています。
令和7年10月台風22号（東京都ほか）などでも災
害シートをお配りし、災害からの復興に向けたサポー
トをしました。

「ザブトン教授の防災教室」特設サイト

※JA共済のご契約者さまで一定の要件を満たす場合に限ります。
災害キット(マスク・軍手・タオル)

自然災害などで被害を受けられた方に、JAを通じ
て災害キットを無償で配布しています。
令和7年8月大雨（熊本県ほか）などで災害キットを

お配りしました。

イス型の地震動体験装置「地震ザブトン」で過去に
発生した大地震や今後想定される大地震のリアルな
揺れを体験し、家具固定など日頃から地震に備えるこ
との必要性を再認識していただく体験学習型プログ
ラムを展開しています。
また、家具転倒防止の対策などをクイズで学ぶこ

とができる特設サイトをＪＡ共済の地域貢献活動紹介
ホームページ上に公開し、情報発信をしています。 地震ザブトン体験の様子

　万が一に備える防災対策活動のほか、自然災害などの被害にあわれた際の救援活動から復興支援に至るま
で、さまざまな活動に取り組んでいます。

いえ（防災対策／災害救援／復興支援）
いえ

防災・災害救援のために

災害シートの無償配布※

ザブトン教授の防災教室の開催

災害キットの無償配布※

地域貢献活動　　ひと（健康管理・増進／介護・福祉）Ⅲ
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「くらしを守る１アクション」特設サイト

いつ、どこで起こるか分からない「地震」。大切な家族
を狙う「詐欺」や「誘拐」。安全・安心なくらしを守るため、
日頃から備えるべきポイントや実践したい１（ワン）アク
ションを特設サイトでわかりやすく解説しています。

県域での主な取り組み

災害時に必要とされる給水タンクや携帯トイレ、テントなどの防災用品等を自治体などに寄贈しています。
予期せぬ災害に平時から備えることで、安心して暮らせる地域社会づくりに貢献しています。

携帯トイレ防災用テント 給水タンク

防災士の講話や炊き出し訓練を実施する等、防災教室等の開催を支援しています。
日頃の備えについて考えるきっかけを提供し、防災意識を高めることで、地域社会の安全と防災力の強化

に貢献しています。

防災イベント 防災ラジオ工作

防災用品等の寄贈

防災教室の開催支援

くらしを守る１アクション

防災・防犯意識の向上のために

「つうがくろ あんぜんＭＡＰ」
特設サイト

ＪＡ共済アンパンマン交通安全キャラバンの様子

やなせたかし／フレーベル館・ＴＭＳ・ＮＴＶ

＜幼児向け＞

「JA共済アンパンマン交通安全キャラバン」が全国を巡回し、歌や踊り
を通じて幼児に交通ルールを学んでもらうイベントです。
小さなお子さまに人気のＪＡ共済のイメージキャラクター「それいけ!

アンパンマン」。アンパンマンたちと交通ルールを学び、親子で交通安全
について考える時間を提供しています。

未就学児や小学生（低学年）の登下校中における交通安全啓発を目的
に、親子で楽しみながら通学路を確認するキット「つうがくろ あんぜん
MAP」を提供しています。
特設サイトをＪＡ共済の地域貢献活動紹介ホームページ上に開設し、

キットの無償ダウンロードに加え、キットの作り方動画、子どもの行動特性
を踏まえた具体的な注意点や交通安全指導のポイントなどを紹介してい
ます。

自転車交通安全教室の様子

＜生徒向け＞

自転車利用が増える中高生の交通事故を防ぐために、学校の交通安全
教室で活用できる教育プログラムを警察等と連携して推進しています。

＜シルバー世代向け＞

高齢者の交通事故を防ぐために、「シルバー世代向け交通安全教室」を
開催しています。
ＪＡ共済オリジナルの「交通安全落語」で笑いながら交通安全の意識を
高め、楽しく参加できる内容になっています。

高齢ドライバーの交通事故を防ぐために、ドライビングシミュレーター
搭載車両「きずな号」による巡回型の安全運転診断を実施しています。
事故が起きやすい場面を再現したシミュレーターを体験することで、

安全運転の診断とアドバイスが受けられます。
自動車安全運転診断の様子

　交通事故のない社会をめざして交通事故の未然防止や交通事故被害者支援など、さまざまな活動に取り組ん
でいます。

くるま（交通事故未然防止／交通事故被害者支援）
くるま

交通安全落語の様子

交通事故を防ぐために

自転車交通安全教室の開催

交通安全教室の開催

自動車安全運転診断の実施

つうがくろ あんぜんＭＡＰの提供

ＪＡ共済アンパンマン交通安全キャラバンの開催

地域貢献活動　　いえ（防災対策／災害救援／復興支援）Ⅲ
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「くらしを守る１アクション」特設サイト

いつ、どこで起こるか分からない「地震」。大切な家族
を狙う「詐欺」や「誘拐」。安全・安心なくらしを守るため、
日頃から備えるべきポイントや実践したい１（ワン）アク
ションを特設サイトでわかりやすく解説しています。

県域での主な取り組み

災害時に必要とされる給水タンクや携帯トイレ、テントなどの防災用品等を自治体などに寄贈しています。
予期せぬ災害に平時から備えることで、安心して暮らせる地域社会づくりに貢献しています。

携帯トイレ防災用テント 給水タンク

防災士の講話や炊き出し訓練を実施する等、防災教室等の開催を支援しています。
日頃の備えについて考えるきっかけを提供し、防災意識を高めることで、地域社会の安全と防災力の強化

に貢献しています。

防災イベント 防災ラジオ工作

防災用品等の寄贈

防災教室の開催支援

くらしを守る１アクション

防災・防犯意識の向上のために

「つうがくろ あんぜんＭＡＰ」
特設サイト

ＪＡ共済アンパンマン交通安全キャラバンの様子

やなせたかし／フレーベル館・ＴＭＳ・ＮＴＶ

＜幼児向け＞

「JA共済アンパンマン交通安全キャラバン」が全国を巡回し、歌や踊り
を通じて幼児に交通ルールを学んでもらうイベントです。
小さなお子さまに人気のＪＡ共済のイメージキャラクター「それいけ!

アンパンマン」。アンパンマンたちと交通ルールを学び、親子で交通安全
について考える時間を提供しています。

未就学児や小学生（低学年）の登下校中における交通安全啓発を目的
に、親子で楽しみながら通学路を確認するキット「つうがくろ あんぜん
MAP」を提供しています。
特設サイトをＪＡ共済の地域貢献活動紹介ホームページ上に開設し、

キットの無償ダウンロードに加え、キットの作り方動画、子どもの行動特性
を踏まえた具体的な注意点や交通安全指導のポイントなどを紹介してい
ます。

自転車交通安全教室の様子

＜生徒向け＞

自転車利用が増える中高生の交通事故を防ぐために、学校の交通安全
教室で活用できる教育プログラムを警察等と連携して推進しています。

＜シルバー世代向け＞

高齢者の交通事故を防ぐために、「シルバー世代向け交通安全教室」を
開催しています。
ＪＡ共済オリジナルの「交通安全落語」で笑いながら交通安全の意識を
高め、楽しく参加できる内容になっています。

高齢ドライバーの交通事故を防ぐために、ドライビングシミュレーター
搭載車両「きずな号」による巡回型の安全運転診断を実施しています。
事故が起きやすい場面を再現したシミュレーターを体験することで、
安全運転の診断とアドバイスが受けられます。

自動車安全運転診断の様子

　交通事故のない社会をめざして交通事故の未然防止や交通事故被害者支援など、さまざまな活動に取り組ん
でいます。

くるま（交通事故未然防止／交通事故被害者支援）
くるま

交通安全落語の様子

交通事故を防ぐために

自転車交通安全教室の開催

交通安全教室の開催

自動車安全運転診断の実施

つうがくろ あんぜんＭＡＰの提供

ＪＡ共済アンパンマン交通安全キャラバンの開催

地域貢献活動　　いえ（防災対策／災害救援／復興支援）Ⅲ
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自転車安全運転診断の様子

服装“見えやすさ”診断の様子

自転車事故防止を目的として、全世代を対象に、自転車シミュレーター搭
載車両「すまいる号」による巡回型の自転車安全運転診断を実施しています。
年代や利用場面に応じたシミュレーションを体験することで、自転車運転
中の交通ルールや危険予測を実践的に学習できます。

＜全世代向け＞

静岡県の中伊豆と大分県の別府に交通事故等による身体障
がい者の社会復帰支援を目的としたリハビリテーションセン
ターを開設しています。
これら2つのリハビリテーションセンターは、「医療」「福祉施
設」「介護施設」の3つの機能を持った全国でも数少ない総合型
の施設です。
1973年の設立以来、「身体障がい者のしあわせ」と「福祉社
会の建設に寄与すること」を理念として交通事故被害者などの
社会復帰をお手伝いしています。

社会福祉法人 農協共済
中伊豆リハビリテーションセンター

社会福祉法人 農協共済
別府リハビリテーションセンター

はたらくワンワンランドの様子

交通事故などにより手足に障がいのある方の日常生活を介
助する「介助犬」の育成・普及支援に取り組んでいます。
社会福祉法人 日本介助犬協会の事業の支援や、NPO法人

日本補助犬情報センターへの研究支援、介助犬によるデモン
ストレーション「ガンバレ！介助犬！JA共済はたらくワンワン
ランド！」を開催しています。

薄暮時間帯・夜間の交通事故削減に向けて、歩行者がドライバーからどの
ように見えるのかを診断できるソフトウェア｢見えチェック｣を一般財団法人 
トヨタ・モビリティ基金と共同で開発し、服装“見えやすさ”診断を実施してい
ます。
自身の姿がドライバーからどのように見えるのかを確認する体験を通じ
て、明るい服装や反射材の着用を促進しています。
また、明るい服装や反射材の着用促進に関する動画等を公開する特設サ
イトをＪＡ共済の地域貢献活動紹介ホームページ上に開設しています。

介助犬の育成・普及支援

服装“見えやすさ”診断の実施

自転車安全運転診断の実施

社会復帰支援のための
リハビリテーションセンターの開設

交通事故被害者の社会復帰のために

県域での主な取り組み

全国交通安全運動ポスター

JA関連医療機関の救急医療およびリハビリ医療の充実を図ることにより、交通事故
被害者の救命や交通事故障がい者の社会復帰の支援を行っています。
このほか全国交通安全運動やシートベルト・チャイルドシート着用推進運動など交
通事故防止対策活動への協賛を実施しています。
また、交通事故被害者の被害軽減・救命率向上などに寄与するドクターヘリの普及
促進への支援も行っています。東日本大震災では、全国から集結したドクターヘリが、
孤立した病院の患者の救出など、被災者救援に貢献しました。

地域の交通安全に向けた取り組みとして、交
通安全傘・帽子・ランドセルカバーや反射材など
の配布を行っています。
また、カーブミラーなどの寄贈を行い、安全・
安心な地域環境づくりに貢献しています。

JA共済の交通事故の未然防止や交通事故被害者支援の取り組みの一部は、自賠責共済の運用益を活用してお
り、自賠責共済運用益等使途選定委員会※にて活用使途を審議のうえ実施しています。
※自賠責共済運用益等使途選定委員会とは、共済契約者の代表、学識経験者で構成され、自賠責共済の運用益の使途を審議することを目的とした委員会です。

寄付金贈呈式（交通遺児育英会）

交通遺児育英会等、交通事故被害者支援団体
へ活動を支援するための寄付を行っています。
各団体と連携した支援を実施することで、交
通事故被害者が安心して暮らせる地域社会づく
りに貢献しています。

交通安全ラッピングバス

交通安全を呼びかけるラッピングバスの運行
や、交通ルールを周知するラジオＣＭ・テレビＣ
Ｍの放映を行っています。
安全運転や飲酒運転根絶を呼びかけ、交通安
全意識を高めることで、交通事故のない安全な
地域社会づくりに貢献しています。

反射材付ランドセルカバー

交通安全に関連するその他の取り組み

交通安全資材等の寄贈

交通安全啓発に関する広報活動

交通事故被害者支援団体への寄付・寄贈

地域貢献活動　　くるま（交通事故未然防止／交通事故被害者支援）Ⅲ
くるま（交通事故未然防止／交通事故被害者支援）
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自転車安全運転診断の様子

服装“見えやすさ”診断の様子

自転車事故防止を目的として、全世代を対象に、自転車シミュレーター搭
載車両「すまいる号」による巡回型の自転車安全運転診断を実施しています。
年代や利用場面に応じたシミュレーションを体験することで、自転車運転
中の交通ルールや危険予測を実践的に学習できます。

＜全世代向け＞

静岡県の中伊豆と大分県の別府に交通事故等による身体障
がい者の社会復帰支援を目的としたリハビリテーションセン
ターを開設しています。
これら2つのリハビリテーションセンターは、「医療」「福祉施
設」「介護施設」の3つの機能を持った全国でも数少ない総合型
の施設です。
1973年の設立以来、「身体障がい者のしあわせ」と「福祉社
会の建設に寄与すること」を理念として交通事故被害者などの
社会復帰をお手伝いしています。

社会福祉法人 農協共済
中伊豆リハビリテーションセンター

社会福祉法人 農協共済
別府リハビリテーションセンター

はたらくワンワンランドの様子

交通事故などにより手足に障がいのある方の日常生活を介
助する「介助犬」の育成・普及支援に取り組んでいます。
社会福祉法人 日本介助犬協会の事業の支援や、NPO法人

日本補助犬情報センターへの研究支援、介助犬によるデモン
ストレーション「ガンバレ！介助犬！JA共済はたらくワンワン
ランド！」を開催しています。

薄暮時間帯・夜間の交通事故削減に向けて、歩行者がドライバーからどの
ように見えるのかを診断できるソフトウェア｢見えチェック｣を一般財団法人 
トヨタ・モビリティ基金と共同で開発し、服装“見えやすさ”診断を実施してい
ます。
自身の姿がドライバーからどのように見えるのかを確認する体験を通じ

て、明るい服装や反射材の着用を促進しています。
また、明るい服装や反射材の着用促進に関する動画等を公開する特設サ
イトをＪＡ共済の地域貢献活動紹介ホームページ上に開設しています。

介助犬の育成・普及支援

服装“見えやすさ”診断の実施

自転車安全運転診断の実施

社会復帰支援のための
リハビリテーションセンターの開設

交通事故被害者の社会復帰のために

県域での主な取り組み

全国交通安全運動ポスター

JA関連医療機関の救急医療およびリハビリ医療の充実を図ることにより、交通事故
被害者の救命や交通事故障がい者の社会復帰の支援を行っています。
このほか全国交通安全運動やシートベルト・チャイルドシート着用推進運動など交
通事故防止対策活動への協賛を実施しています。
また、交通事故被害者の被害軽減・救命率向上などに寄与するドクターヘリの普及
促進への支援も行っています。東日本大震災では、全国から集結したドクターヘリが、
孤立した病院の患者の救出など、被災者救援に貢献しました。

地域の交通安全に向けた取り組みとして、交
通安全傘・帽子・ランドセルカバーや反射材など
の配布を行っています。
また、カーブミラーなどの寄贈を行い、安全・
安心な地域環境づくりに貢献しています。

JA共済の交通事故の未然防止や交通事故被害者支援の取り組みの一部は、自賠責共済の運用益を活用してお
り、自賠責共済運用益等使途選定委員会※にて活用使途を審議のうえ実施しています。
※自賠責共済運用益等使途選定委員会とは、共済契約者の代表、学識経験者で構成され、自賠責共済の運用益の使途を審議することを目的とした委員会です。

寄付金贈呈式（交通遺児育英会）

交通遺児育英会等、交通事故被害者支援団体
へ活動を支援するための寄付を行っています。
各団体と連携した支援を実施することで、交
通事故被害者が安心して暮らせる地域社会づく
りに貢献しています。

交通安全ラッピングバス

交通安全を呼びかけるラッピングバスの運行
や、交通ルールを周知するラジオＣＭ・テレビＣ
Ｍの放映を行っています。
安全運転や飲酒運転根絶を呼びかけ、交通安
全意識を高めることで、交通事故のない安全な
地域社会づくりに貢献しています。

反射材付ランドセルカバー

交通安全に関連するその他の取り組み

交通安全資材等の寄贈

交通安全啓発に関する広報活動

交通事故被害者支援団体への寄付・寄贈

地域貢献活動　　くるま（交通事故未然防止／交通事故被害者支援）Ⅲ
くるま（交通事故未然防止／交通事故被害者支援）
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ＪＡ共済の地域貢献活動紹介ホームページ
「ちいきのきずな」のご紹介

農作業事故の要因や傾向など、農作業事故防止の
ための情報を紹介

健やかな暮らしに役立つ、レシピ・カラダづくり・
介護・医師のコラム・相談窓口などの情報を紹介

「ザブトン教授の防災教室」の概要・イベント開催
情報のほか、防災に関する知識やクイズを紹介

防災・防犯のために日頃から備えるべきポイントを
紹介

体力測定の数値に「好き」の定性評価を加味して
分析できるテストを紹介

専門家が教える効果的な野球の練習方法などを
映像で紹介

ＪＡ共済の地域貢献活動紹介ホームページ「ちいきのき
ずな」では、地域貢献活動の詳しい内容をご覧いただけ
るほか、お子さまも楽しく学べる交通安全動画や家族み
んなの健康レシピなど、暮らしに役立つ「お役立ちコンテ
ンツ」を紹介しています。個人や家庭、学校などで活用いただけます。

ひと

くらし・営農

いえ

農業・生活支援に関するお役立ちコンテンツ

健康・介護に関するお役立ちコンテンツ

防災・防犯に関するお役立ちコンテンツ

ヘルメットの着用効果を映像や
チラシで紹介

幼児向けに交通ルールを
ゲームやクイズなどで紹介

電動キックボード等の交通ルールを
映像やチラシで紹介

交通安全に関するお役立ちコンテンツ
くるま

JA共済高校生向け
自転車交通安全特設サイト

全国約200万件分の事故発生地点を
地図上で確認・グラフ化

世代別に交通安全が学べる総合学習サイト

●ちいきのために ●地域貢献活動　イベント情報●一緒に地域を咲かせよう
全国４７都道府県の地域貢献
活動を紹介

各地域で取り組む
地域貢献活動の一部を
動画で紹介

全国各地のJAによる
地域貢献活動イベントの
開催情報を紹介

その他の地域貢献活動に関するコンテンツ

地域貢献活動Ⅲ
JA共済の地域貢献活動紹介ホームページ「ちいきのきずな」のご紹介
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ＪＡ共済の地域貢献活動紹介ホームページ
「ちいきのきずな」のご紹介

農作業事故の要因や傾向など、農作業事故防止の
ための情報を紹介

健やかな暮らしに役立つ、レシピ・カラダづくり・
介護・医師のコラム・相談窓口などの情報を紹介

「ザブトン教授の防災教室」の概要・イベント開催
情報のほか、防災に関する知識やクイズを紹介

防災・防犯のために日頃から備えるべきポイントを
紹介

体力測定の数値に「好き」の定性評価を加味して
分析できるテストを紹介

専門家が教える効果的な野球の練習方法などを
映像で紹介

ＪＡ共済の地域貢献活動紹介ホームページ「ちいきのき
ずな」では、地域貢献活動の詳しい内容をご覧いただけ
るほか、お子さまも楽しく学べる交通安全動画や家族み
んなの健康レシピなど、暮らしに役立つ「お役立ちコンテ
ンツ」を紹介しています。個人や家庭、学校などで活用いただけます。

ひと

くらし・営農

いえ

農業・生活支援に関するお役立ちコンテンツ

健康・介護に関するお役立ちコンテンツ

防災・防犯に関するお役立ちコンテンツ

ヘルメットの着用効果を映像や
チラシで紹介

幼児向けに交通ルールを
ゲームやクイズなどで紹介

電動キックボード等の交通ルールを
映像やチラシで紹介

交通安全に関するお役立ちコンテンツ
くるま

JA共済高校生向け
自転車交通安全特設サイト

全国約200万件分の事故発生地点を
地図上で確認・グラフ化

世代別に交通安全が学べる総合学習サイト

●ちいきのために ●地域貢献活動　イベント情報●一緒に地域を咲かせよう
全国４７都道府県の地域貢献
活動を紹介

各地域で取り組む
地域貢献活動の一部を
動画で紹介

全国各地のJAによる
地域貢献活動イベントの
開催情報を紹介

その他の地域貢献活動に関するコンテンツ

地域貢献活動Ⅲ
JA共済の地域貢献活動紹介ホームページ「ちいきのきずな」のご紹介
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